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注記) 表中のハザードレポートの識別の意味は以下のとおりである。 
 なし：8.2項(ISS共通的な制御方法により検証した事項)に関するハザードレポート 
 ●：8.3項(J-SSOD、親アーム先端取付型実験プラットフォームに特徴的な制御方法により検証した事項)に関するハザードレポート 
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付- 1 

１１ JEM 基本指針(平成 8 年) 【参考】国際宇宙ｽﾃｰｼｮﾝの日本の実験棟(JEM)の安全設計について(報告) 

 (平成 11 年 7 月 7 日) 

小型衛星放出機構安全検証結果 

3.基本的な考え方 
  JEM の安全確保のため､以下の基本的な考え方に従って十分な安全対策を 講
じ､ﾘｽｸを可能な限り小さくすることとする 

1.基本的考え方 1.基本的考え方 
(ﾊｻﾞｰﾄﾞ制御の基本となるもの) 

(1)安全確保の対象 
   宇宙ｽﾃｰｼｮﾝは､人間をその構成要素として含むｼｽﾃﾑであり､搭乗員の死傷を
未然に防止するため､安全確保を図ることとする｡ 
 

(1)安全確保の対象 
 JEM においては､以下に述べるとおり､直接搭乗員に被害を与えるﾊｻﾞｰﾄﾞ(事故をもたらす要因
が顕在又は潜在する状態)及び安全に関わるｼｽﾃﾑに被害を与えることにより間接的に搭乗員に
被害を与えるﾊｻﾞｰﾄﾞが考慮され､搭乗員の死傷を未然に防止するための安全確保が図られてい
る｡ 

一般的事項 

（左記のとおり実施している） 

(2)安全確保の方法 
   JEM の開発及び運用においては､すべてのﾊｻﾞｰﾄﾞを識別し､以下の優先順位に
従ってﾊｻﾞｰﾄﾞを制御し､残存ﾊｻﾞｰﾄﾞのﾘｽｸを評価することとする｡ 
   
ｱ ﾊｻﾞｰﾄﾞの除去 
  ﾊｻﾞｰﾄﾞについては､可能な限り除去する｡ 
ｲ ﾘｽｸの最小化設計 
  故障許容設計､適切な部品･材料の選定等により､ﾘｽｸが最小となるようにする｡ 
ｳ 安全装置 
  異常が発生したとしても被害を最小限にするように､安全装置を付加する｡ 
ｴ 警報･非常設備等 
  異常が発生した場合には､警報が作動し､また､万一緊急の措置を要す事態に至
った場合には､緊急警報が作動して､搭乗員に異常を知らせる｡ 
  さらに､異常の発生に備えて､非常設備及び防護具を備える｡ 
ｵ 運用手順 
 ﾘｽｸが最小となるような運用手順を整備する｡ 
ｶ 保全 
  適切な予防保全により､異常の発生頻度を小さくする｡ 
 

(2)安全確保の方法 
 JEM においては､有人活動の特殊性を配慮して安全設計を行うことを基本的考え方とし､次のと
おり､ﾊｻﾞｰﾄﾞを識別し､優先順位に従い､ﾊｻﾞｰﾄﾞの制御､残存ﾊｻﾞｰﾄﾞのﾘｽｸ評価が行われている｡ 
 
ｱ ﾊｻﾞｰﾄﾞの識別 
 対象となるｼｽﾃﾑ及びその運用について､ﾊｰﾄﾞｳｪｱ､ｿﾌﾄｳｪｱ､運用･誤動作等のﾋｭｰﾏﾝｴﾗｰ､ｲﾝﾀｰ
ﾌｪｰｽ､環境条件等を考慮して､予測可能なすべてのﾊｻﾞｰﾄﾞ及びその原因が故障の木解析(FTA)･
故障ﾓｰﾄﾞ影響解析(FMEA)を活用した安全解析により識別されている｡ 
 
ｲ ﾊｻﾞｰﾄﾞの除去･制御 
 ﾊｻﾞｰﾄﾞについては可能な限り除去するが､困難な場合には､①ﾘｽｸ低減設計､②安全装置､③警
報･非常設備等､④運用手順､⑤保全の優先順位でﾊｻﾞｰﾄﾞの制御が行われる｡ 
 
 設定されたﾊｻﾞｰﾄﾞ制御の有効性は､①試験､②解析､③検査､④ﾃﾞﾓﾝｽﾄﾚｰｼｮﾝのいずれか､ある
いは組み合わせによって確認される｡ 
 
ｳ 残存ﾊｻﾞｰﾄﾞのﾘｽｸ評価 
 残存ﾊｻﾞｰﾄﾞのﾘｽｸは､被害の度合い及び発生頻度のﾏﾄﾘｸｽで評価され､十分低いﾚﾍﾞﾙに制御さ
れていることが確認される｡ 

一般的事項 

（左記のとおり実施している） 

 

 

 

 

 

(3)有人活動の特殊性への配慮 
 JEM は､自然環境及び誘導環境から搭乗員及び安全に関わる機器を保護するた
めに､十分な構造上の強度､寿命等を有するとともに､安全に関わるｼｽﾃﾑの故障(誤
操作を含む｡)に対する適切な許容度の確保､容易な保全等ができるようにする｡ 
 また､火災､爆発､危険物等による異常の発生の防止並びに外傷､火傷､感電等の
傷害及び疾病の発生の防止を図るとともに､緊急対策に十分配慮する｡ 
 

 一般的事項 
（左記のとおり実施している） 
 
 
 
 
 

4.宇宙環境対策 
  JEM は､宇宙における自然環境並びに打上げ時及び軌道上における誘導環境か
ら搭乗員及び安全に関わるｼｽﾃﾑが保護されるようにしなければならない｡このた
め､以下のような対策を講じる必要がある｡ 
 

2.宇宙環境対策 
 JEM は､宇宙における自然環境並びに打上げ時及び軌道上における誘導環境から搭乗員及び
安全に関するｼｽﾃﾑを保護するため､以下の対策が講じられている｡ 

2．宇宙環境対策 
 小型衛星放出機構は、宇宙における自然環境並びに打上げ時及び軌道上における誘導
環境から搭乗員及び安全に関するシステムを保護するため、以下の対策が講じられてい
る。 
 
 
 

(1)自然環境からの保護 
 ｱ 隕石･ｽﾍﾟｰｽﾃﾞﾌﾞﾘ 
  隕石･ｽﾍﾟｰｽﾃﾞﾌﾞﾘの衝突により､JEM の安全に関わるｼｽﾃﾑが損傷し､搭乗員が危
険な状態とならないよう､可能な限り防御すること｡ 
  なお､万一隕石･ｽﾍﾟｰｽﾃﾞﾌﾞﾘが JEM に衝突した場合には､JEM から宇宙ｽﾃｰｼｮﾝ
本体への退避により､搭乗員の安全確保を図ること｡ 
   
 

(1)自然環境からの保護 
ｱ ﾒﾃｵﾛｲﾄﾞ､ｽﾍﾟｰｽﾃﾞﾌﾞﾘ 
 ﾒﾃｵﾛｲﾄﾞ(流星物質)､ｽﾍﾟｰｽﾃﾞﾌﾞﾘ(宇宙機ｼｽﾃﾑから発生する人工物体)(以下｢ﾃﾞﾌﾞﾘ｣という｡)の衝
突により､JEM の安全に関わるｼｽﾃﾑが損傷し､搭乗員が危険な状態とならないよう､次のとおり可
能な限りの防御対策がとられている｡ 
 
(注)ISS では､安全上重要な与圧ﾓｼﾞｭｰﾙ(船内実験室､船内保管室)の構造については､全体で配
慮する必要があるので､ﾃﾞﾌﾞﾘ衝突時にﾓｼﾞｭｰﾙ壁を貫通しない確率(非貫通確率:PNP､Probability 
of No Penetration)が規定されており､JEM の与圧部(船内実験室)と補給部与圧区(船内保管室)と
を合わせた PNP 要求値は､0.9738/10 年となっている｡ 
 
①直径 1cm 以下のﾃﾞﾌﾞﾘ 
 ｽﾀｯﾌｨﾝｸﾞ入りﾊﾞﾝﾊﾟ(米国 NASA で提案されたｾﾗﾐｯｸ材/炭素複合材料(Nextel/Kevlar)からなるｽ
ﾀｯﾌｨﾝｸﾞ(充填材)を外側ﾊﾞﾝﾊﾟと与圧壁の間に設置したﾊﾞﾝﾊﾟ)による貫通防御対策が実施されて
いる｡ 
 
②直径 10cm 以上のﾃﾞﾌﾞﾘ 
 事前に地上観測結果を使用して､ﾃﾞﾌﾞﾘの存在･軌道要素を把握し､衝突の危険性がある場合は､
ISS の軌道制御により衝突回避する｡ 
 
③直径 1~10cm のﾃﾞﾌﾞﾘ 
 衝突により与圧ﾓｼﾞｭｰﾙ(船内実験室､船内保管室)をﾃﾞﾌﾞﾘが貫通した場合､搭乗員は隣のｽﾃｰｼ
ｮﾝ本体側ﾓｼﾞｭｰﾙに退避しﾊｯﾁを閉めることとしている｡ﾃﾞﾌﾞﾘ貫通による与圧ﾓｼﾞｭｰﾙ(船内実験
室､船内保管室)損傷直径とｽﾃｰｼｮﾝの与圧ﾓｼﾞｭｰﾙ(船内実験室､船内保管室)全体の減圧時間の
関係は別表(略)に示すとおりである｡ 
 
 なお､現在､直径 10cm 以下のﾃﾞﾌﾞﾘについても認識できるよう､地上観測能力の向上､ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ
充実に向けて努力がなされており､ISS/JEM 運用までに､国際的協力の下､ﾃﾞﾌﾞﾘによる搭乗員の
危険を低下させることが期待されている｡ 

(1)自然環境からの保護 
小型衛星放出機構に対しては該当機能がないため適用外とする。 
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１１ JEM 基本指針(平成 8 年) 【参考】国際宇宙ｽﾃｰｼｮﾝの日本の実験棟(JEM)の安全設計について(報告) 

 (平成 11 年 7 月 7 日) 

小型衛星放出機構安全検証結果 

 
<関連ﾊｻﾞｰﾄﾞﾚﾎﾟｰﾄ> 
NASDA-1JA/1J-0009 隕石/ﾃﾞﾌﾞﾘとの衝突 
 

ｲ 宇宙放射線 
  JEM の安全に関わる機器は､放射線による誤動作､故障及び性能劣化を可能な
限り生じないこと｡ 
  また､搭乗員が搭乗期間中に受ける放射線の被曝量をﾓﾆﾀｰすること｡ 
  

ｲ 宇宙放射線 
  
ISS が運用される高度約 400km､軌道傾斜角 51.6 度の軌道においては､機器及び搭乗員は､太陽
系外から飛来し鉄等の重粒子成分を含む銀河宇宙線､太陽ﾌﾚｱｰで発生する太陽放射線､地球
磁気圏に定常的に捕捉されている捕捉放射線により被ばくする｡ 
 このため､JEM の安全に関わる機器については､これらの放射線による誤動作､故障及び性能劣
化を生じないよう､耐放射線部品､放射線ｼｰﾙﾄﾞ､ｿﾌﾄｳｪｱ改善(ｴﾗｰ検出訂正等)等､可能な限りの
対策を講じ､JEM としての耐放射線性が評価･確認されている｡ 
 また､与圧ﾓｼﾞｭｰﾙ(船内実験室､船内保管室)内の搭乗員については､ISS では造血器官(深さ
5cm の線量当量)に対する被ばくが年間 400mSv(40rem)を越えないことが設計要求とされている｡ 
 JEM の与圧部(船内実験室)･補給部与圧区(船内保管室)は､外壁にｱﾙﾐを使用し､外壁の外側に
はｱﾙﾐ製のﾃﾞﾌﾞﾘｼｰﾙﾄﾞ､多層断熱材が設置され､また､与圧部(船内実験室)内の外壁内側には機
器を搭載したﾗｯｸ､艤装品が設置され､放射線の遮蔽に寄与している｡ 
 これらの対策により､与圧部(船内実験室)･補給部与圧区(船内保管室)内の搭乗員に対する被
ばく量は､ISS 設計要求値内に抑えられることが解析により確認されている｡ 
 なお､運用に当たっては､太陽ﾌﾚｱ等の突発的な現象に備え､太陽活動の観測や ISS 船内･船外
における宇宙放射線計測を実施し､搭乗員の被ばく量を定常的に把握する計画となっている｡ 
 さらに､搭乗員個人の被ばく量を計測･記録し､宇宙放射線被ばくのﾘｽｸを耐容･容認可能なﾚﾍﾞﾙ
に保つため､搭乗期間及び船外活動(EVA)の期間を適切に管理することにより､生涯に受ける総
被ばく量及び一定期間内に受ける臓器･組織の被ばく量を制限する計画となっている｡ 
 今後は､銀河宇宙線に含まれる鉄等重粒子ｲｵﾝ被ばくや､その外壁等におけるﾌﾗｸﾞﾒﾝﾃｰｼｮﾝ等
による 2 次放射線被ばくの影響､人体内の臓器毎の線量の評価方法等についても研究が進めら
れる予定となっている｡ 
 
<関連ﾊｻﾞｰﾄﾞﾚﾎﾟｰﾄ> 
NASDA-1JA/1J-0020  過度の電離放射線(JEM 隔壁による制御) 
 

ｲ 宇宙放射線 
小型衛星放出機構を構成する部品及び材料のうち、放射線の影響が懸念されるものに

ついては、放射線による誤動作、故障及び性能劣化を生じないよう、トータルドーズ及びシ
ングルイベントに対する解析評価等、対策を講じ、小型衛星放出機構としての耐放射線性
が、評価確認されている。 

 
 
 

 

 ｳ 高真空､微小重力等 
  JEM は､高真空､微小重力､電磁波､ﾌﾟﾗｽﾞﾏ､高温･低温､原子状酸素等の環境に対
して､搭乗員の安全及び安全に関わる機器の正常な動作を確保できること｡ 
  また､与圧部(船内実験室)に設置される安全に関わる機器は､減圧に耐え､再加
圧後正常に動作すること｡ 

 

ｳ 高真空､微小重力等 
①高真空 
  与圧部(船内実験室)･補給部与圧区(船内保管室)は､搭乗員が高真空の環境に曝されないよ
う､ISS 本体側の全圧制御による内部圧力を維持する設計となっている｡ 
 曝露環境に設置される機器は､高真空に曝されるため､地上との気圧環境の差異を考慮した設
計とされており､環境試験により高真空下での耐環境性が確認されている｡(減圧･再加圧につい
ては､6(3)参照｡) 

ｳ 高真空、微小重力等 
①高真空 

曝露環境で使用される小型衛星放出機構の機器は､高真空に曝されるため､地上との気
圧環境の差異を考慮した設計とされており､環境試験により高真空下での耐環境性を熱真
空試験により確認されている｡ 
また、一部機器については、シール構造により内部圧力を維持する設計となっている。 
 

 
 
 

②微小重力 
 微小重力下での､物体の浮遊による搭乗員への衝突や挟み込みを防止するため､JEM に持ち込
まれ又は取り外される機器は､仮置き時に拘束器具が取付け可能で､搭乗員による取り扱いの作
業手順が適切に設定されている｡ 
 また､微小重力下で搭乗員が作業を行う場合には､自身の足を固定できるよう､適切な箇所に足
部固定具が設置可能となっている｡ 

②微小重力  
微小重力下での船内作業においては、物体の浮遊による搭乗員への衝突を防止するた

め、小型衛星放出機構の機器は、バッグに収納するか、機器に固定するように、作業手順
が適切に設定されていることを確認した。 

また、 船外作業においては、微小重力下で搭乗員が作業（MFGF（ロボットアーム把持機
構））リリース等）を行う場合には、共通手順であり、自身の足を固定できるよう適切な箇所に
足部固定具が設置可能となっている｡ 

 
 

 
 
 

③ﾌﾟﾗｽﾞﾏ 
  軌道上の太陽光線､高速荷電粒子の衝突により発生するﾌﾟﾗｽﾞﾏは､機器を帯電させ､機器の性
能劣化･故障を引き起こすおそれがあるため､機器･構造物･熱制御材等に対し電気的接地の確
保･帯電防止が行われている｡ 
 
 

③プラズマ 
  軌道上の太陽光線､高速荷電粒子の衝突により発生するﾌﾟﾗｽﾞﾏは､小型衛星放出機構機
器を帯電させ､機器の性能劣化･故障を引き起こすおそれがあるため､機器･構造物･熱制御
材等に対し電気的接地の確保･帯電防止が行われている｡ 
 

 
 ④高温･低温 

 搭乗員が地上に比べて厳しい軌道上の熱環境に曝されないよう､与圧部(船内実験室)･補給部
与圧区(船内保管室)の内部では､JEM の環境制御機能により､搭乗員が軽装で活動できる温度
環境が提供される｡ 
 また､軌道上の熱環境により､機器の性能劣化･故障が生じないよう､打上げから全運用範囲に
わたって､各機器の温度を許容温度範囲に保つため､多層断熱材による保温､冷却ﾙｰﾌﾟによる冷
却､ﾋｰﾀによる加熱等の対策が講じられている｡ 
 
参考:(JEMｼｽﾃﾑでの制御方法) 
搭乗員が地上に比べて厳しい軌道上の熱環境に曝されないよう､船内実験室･船内保管室の内
部では､JEM の 2 台の空気調和装置等の環境制御機能により､搭乗員が軽装で活動できる温度
環境が提供でることを､受入試験にて確認している｡ 
 宇宙空間との熱の授受､最低･最高温度等を解析により､多層断熱材による保温､冷却ﾙｰﾌﾟに
よる冷却､ﾋｰﾀによる過熱等の対策が､十分であることを検証した｡なお､与圧部(船内実験室)に
ついては､要素試験により､また､補給部与圧区(船内保管室)については､実機の熱平衡試験を
実施し､予測温度を検証している｡ 
 

④高温・低温 
 船外での運用については、軌道上の熱環境により､機器の性能劣化･故障が生じないよう､
また船外活動搭乗員が許容できる外表面温度（-118～113℃）以下であること、或いは許容
できる Heat Rate であることを保障するため、宇宙空間との熱の授受､最低･最高温度等を解
析により､多層断熱材による保温､ﾋｰﾀによる過熱等の対策が､十分であることを検証した｡な
お､実機の熱平衡試験を実施し､予測温度を検証している。一部の上記温度範囲を満足でき
ない機器については Heat rate が ISS 要求値内であることを確認した。 
 船内での運用については、電力供給はモータ駆動ラインのみに供給し、ヒータラインには
供給されないため、故障ケースとしてモータ駆動ラインへの電源供給がもたらす加熱を評価
しており、規定温度以内であることを確認した。 

 ⑤酸素原子 
 紫外線により解離生成される酸素原子は､有機材料･金属の表面の材料特性を変化させるた
め､影響を受ける部分に対しては､適切な材料の選定､表面処理､多層断熱材等による防護対策
が講じられている｡ 
(電磁波については､(2)ｲ③(ｳ)参照) 
 
<関連ﾊｻﾞｰﾄﾞﾚﾎﾟｰﾄ> 
NASDA-1JA/1J-0005  減圧 

⑤酸素原子 
 小型衛星放出機構に対しては該当機能がないため適用外とする。 
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１１ JEM 基本指針(平成 8 年) 【参考】国際宇宙ｽﾃｰｼｮﾝの日本の実験棟(JEM)の安全設計について(報告) 

 (平成 11 年 7 月 7 日) 

小型衛星放出機構安全検証結果 

NASDA-1JA/1J-0011, NASDA-2JA-0011  固定されていない機器との衝突(軌道上) 
NASDA-1JA/1J-0023  隔離/退避不能 
NASDA-1JA/1J-0026,NASDA-2JA-0026  不適切な船外活動(EVA)移動支援具 
 
NASDA-ICS-0011  固定されていない機器との衝突(軌道上) 
 

(2)誘導環境からの保護 
 

(2)誘導環境からの保護 (2)誘導環境からの保護 

  ｱ 打上げ時の誘導環境 
 構造及び安全に関わる機器は､打上げ時における振動､加速度､音響､圧力等の誘
導環境について､ｽﾍﾟｰｽｼｬﾄﾙ搭載時の諸条件に耐えられること｡ 
   

ｱ 打上げ時の誘導環境 
 JEM の構造･機器は､打上げ時の誘導環境に基づいてｽﾍﾟｰｽｼｬﾄﾙ内の JEM の搭載位置に応じ
た振動･加速度･音響･圧力等の諸条件に対して､構造破壊･劣化等を起こさないよう設計ﾏｰｼﾞﾝが
確保されている｡ 
 

ｱ 打上げ時等の誘導環境 
 小型衛星放出機構は、打上げ時の誘導環境に基づいてHTV内の搭載位置に応じた振動・
加速度・音響・圧力等の諸条件に対して、構造破壊・劣化等を起こさないよう、以下のように
設計、検証されている。詳細は本表 3 項に示す。 

小型衛星放出機構には、ベントポートを有する機器として分離機構が該当する。分離機構
は、ベントポートの開口面積から、きぼうの緊急減圧時に差圧が発生することはなく、機器の
破壊 によるきぼうや搭乗員の損傷は起きない設計としている。また、シール機器として電気
ボックスを有しており、耐圧強度解析【安全係数:2.0】に対して安全余裕は正であることを確
認している。 
 

・剛性設計 
・強度設計 
 
<関連ﾊｻﾞｰﾄﾞﾚﾎﾟｰﾄ> 
JSSOD-01, 構造破壊（8.2 項①） 
MPEP-01 構造破壊（8.2 項①） 
STD-JSSOD-2, シール/ベントポートを有する機器の減圧による破壊（8.2 項②） 
STD-MPEP-2 シール/ベントポートを有する機器の減圧による破壊（8.2 項②） 
 

ｲ 軌道上の誘導環境 
 (ｱ)雰囲気空気 
 酸素濃度､二酸化炭素濃度､一酸化炭素濃度､気圧等の環境については､宇宙ｽﾃｰ
ｼｮﾝ本体の機能に依存するが､JEM においても異常を搭乗員に知らせること｡ 
 また､搭乗員の安全に影響を及ぼさないよう､温度､湿度及び気流を適切に制御す
るとともに､微生物及び微粒子を適切に除去すること｡ 
   

ｲ 軌道上の誘導環境 
①雰囲気空気 
 
<関連ﾊｻﾞｰﾄﾞﾚﾎﾟｰﾄ> 
NASDA-1JA/1J-0004  環境空気悪化(温度､湿度､空気組成) 

ｲ 軌道上の誘導環境 
①雰囲気空気 
 

 
 

 (ｱ)酸素等の濃度 
 JEM 内循環空気は､通常時､JEM と隣接するﾓｼﾞｭｰﾙ間に設置されたﾌｧﾝでの通風換気により
ISS 本体に送られ､ISS 本体側で酸素分圧の制御､二酸化炭素･一酸化炭素等の除去が行われ
る｡ 
 これらの成分の監視は､ISS 本体において行われ､二酸化炭素･酸素分圧の異常等が検知され
た場合､ISS 内に警告･警報が発せられ､JEM 内の搭乗員にも知らされる｡ 
 JEM においては､与圧部(船内実験室)では供給側と排出側に各々1 つのﾌｧﾝを設置しており､片
側が停止しても JEM と隣接するﾓｼﾞｭｰﾙ間の通風換気が可能な設計となっている｡補給部与圧区
(船内保管室)では 1 つの循環ﾌｧﾝで与圧部(船内実験室)と通風換気しており､ﾌｧﾝ停止時には与
圧部(船内実験室)に退避する｡ 
 なお､与圧部(船内実験室)･補給部与圧区(船内保管室)のﾌｧﾝの故障は検知することができ､ﾌｧﾝ
の停止等により搭乗員に危険が及ぶ場合は､隣接するﾓｼﾞｭｰﾙに退避する｡ 
 

(ｱ)酸素等の濃度 
 小型衛星放出機構に対しては該当機能がないため適用外とする。 
 
 

 (ｲ)気圧 
 軌道上運用で ISS の内圧は 1 気圧に維持され､平常時は ISS 本体から通風換気により JEM に
空気が送られ､JEM 内の圧力及び空気成分が制御される｡ 
 通常運用時､JEM と ISS 本体を隔てるﾊｯﾁは開放されており､JEM 内の急激な減圧は ISS 本体で
検知され､JEM 内に警告･警報される｡ 
 

(ｲ)気圧 
小型衛星放出機構に対しては該当機能がないため適用外とする｡ 
 
 

 (ｳ)温度､湿度 
 JEM の温湿度は､独立した 2 台の空気調和装置によって制御され､1 台が停止しても､他の 1 台
の運転により､温度･湿度を基準内に制御できる設計である(与圧部(船内実験室)内で温度
18.3~26.7℃､湿度 25~70%の範囲で設定可能)｡ 
 

(ｳ)温度、湿度 
 小型衛星放出機構に対しては該当機能がないため適用外とする。 
 
 

 (ｴ)気流等 
 JEM 内の搭乗員が滞在するｷｬﾋﾞﾝ内では､微小重力下において特定の場所に気体の滞留が生
じないよう､ﾌｧﾝ容量･回転数･ﾃﾞｨﾌｭｰｻﾞ仕様(形状･吹き出し面積･方向･絞り量等)を最適化して人
工的に適切な空気流を発生させる｡ 
 なお､微粒子･微生物は､空気調和装置組み込みのﾌｨﾙﾀ機能により､除去される｡ 
 

(ｴ)気流等 
小型衛星放出機構に対しては該当機能がないため適用外とする。 

 
 
 

(ｲ)汚染 
 有害物質は､使用しないことを原則とするが､使用することが避け難い場合は､搭乗
員の安全に影響を与えないこと｡ 
 なお､一旦発生したものの低減は､宇宙ｽﾃｰｼｮﾝ本体の機能に依存するが､大量の
有害物質が発生した場合には､一旦与圧部(船内実験室)内の空気を JEM の外に排
出すること｡ 
  

②汚染 
 
<関連ﾊｻﾞｰﾄﾞﾚﾎﾟｰﾄ> 
NASDA -1JA/1J-003,  
NASDA-2JA-003 環境汚染空気 
 
NASDA-ICS-0003  環境空気汚染 

②汚染 
 
 
 

 (ｱ)有害物質の放出防止 
 JEM においては､ISS 計画で規定された選定基準に従って使用する材料が選定されており､有
毒･危険な化学物質･材料は使用されていない｡ 
 構造･内装･搭載機器等に使用される非金属からのｵﾌｶﾞｽについては､製造･試験段階で必要に
応じて部品･機器･ﾗｯｸﾚﾍﾞﾙで､真空環境下での加熱によるｶﾞｽ抜きが行われ､ｵﾌｶﾞｽ発生量を ISS
で設定される基準ﾚﾍﾞﾙ内に抑える｡ 

(ｱ)有害物質の放出防止 
 JEM 内に保管される小型衛星放出機構は ISS 計画で規定された選定基準（JEM のボリュ
ームを考慮して、各物質ごとの人体に対する許容量が定められている）に従って使用する材
料が選定されていることを確認している。 
 小型衛星放出機構に使用される非金属からのオフガスについては、必要に応じて部品・機
器でオフガス試験を実施し、オフガス発生量が ISS で設定される基準レベル内であることを
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小型衛星放出機構安全検証結果 

 確認している。 
 
<関連ﾊｻﾞｰﾄﾞﾚﾎﾟｰﾄ>: 
STD-JSSOD-6 環境空気汚染(オフガス)（8.2 項④） 
STD-MPEP-6 環境空気汚染(オフガス)（8.2 項④） 
 

 (ｲ)制御 
 ISS 内では､搭乗員･実験動物からｱﾝﾓﾆｱ等の代謝生成物が放出されるため､ISS 本体において
搭乗員に影響を与えることが想定される放出物質の監視･警報発出･制御が行われる｡ 
 JEM の与圧部(船内実験室)内で汚染が発生し､緊急処置が必要となった場合､搭乗員は隣接す
るﾓｼﾞｭｰﾙに避難し､ﾊｯﾁを閉じる｡ 
 汚染を ISS 本体側で除去できない場合には､与圧部(船内実験室)内の空気を宇宙空間へ排出し
て汚染物質を除去する((3)軌道上環境の保全､6(1)ｳ汚染参照)｡ 
 

(ｲ)制御 
小型衛星放出機構に対しては該当機能がないため適用外とする。 

 
 

 
 

 (ｳ)振動､音響､電磁波 
 JEM の機器が発生する振動､音響及び電磁波は､搭乗員及び安全に関わる機器に
影響を与えないこと｡ 
 また､安全に関わる機器は､宇宙ｽﾃｰｼｮﾝより発生するこれらの環境に十分耐えら
れること｡ 
 
 

③振動､音響､電磁波 
 
<関連ﾊｻﾞｰﾄﾞﾚﾎﾟｰﾄ> 
NASDA-1JA/1J-0025, NASDA-2JA-0025  電磁干渉による機器誤動作 
 
NASDA-ICS-0025  電磁干渉による機器誤動作 
NASDA-ICS-0027  電波放射 
 

③振動、音響、電磁波 
 

 
 
 

 (ｱ)振動 
 JEMｼｽﾃﾑの冷却水用ﾎﾟﾝﾌﾟ･真空排気用ﾎﾟﾝﾌﾟ･空調用ﾌｧﾝ等の各種回転機器から発生する振
動は､微小重力実験に影響を及ぼさないよう抑制されているため､人体･搭載機器に影響を与える
ﾚﾍﾞﾙではない｡ 
 ISS では､ｽﾍﾟｰｽｼｬﾄﾙのﾄﾞｯｷﾝｸﾞ､ISS の軌道変更等から加速度が生じるが､打上げ時の振動環
境に比べて小さく､搭乗員･JEM･搭載機器に影響を与えないと考えられる｡ 
 

(ｱ)振動 
小型衛星放出機構の回転機器から発生する振動は、人体・搭載機器に影響を与えるレベ

ルではないことを解析により確認している。 
ISS では、ISS の軌道変更等から加速度が生じるが、これらの荷重に小型衛星放出機構の構
造が耐えることを解析にて確認している。なお、この荷重は、打上げ時の振動環境に比べて
小さいことを確認しているため、小型衛星放出機構に影響を与えない。 

 
 (ｲ)音響 

 振動と同様に､真空排気用ﾎﾟﾝﾌﾟ･空調用ﾌｧﾝ等の各種回転機器､空調ﾀﾞｸﾄ､ﾊﾞﾙﾌﾞ､ﾉｽﾞﾙから音響
が発生するが､ISS 計画では､搭乗員に快適な環境を提供できるよう､騒音に対する設計基準が設
定され､JEM にもこれを適用している｡ 
 

(ｲ)音響 
小型衛星放出機構に対しては該当機能がないため適用外とする。 

 
 

 (ｳ)電磁波 
 ISSの各機器､地上ﾚｰﾀﾞ､ｽﾍﾟｰｽｼｬﾄﾙ､人工衛星等から電磁波が発生するが､ISS計画では､電磁
干渉によって機器に誤動作等を引き起こさないよう､電磁波を生じる側と受ける側の双方に対して
規定が設けられている｡ 
 JEM にもこの規定が適用され､機器ﾚﾍﾞﾙからｼｽﾃﾑ全体にわたって､試験により電磁適合性
(EMC)が確認される｡ 
 

(ｳ)電磁波 
  ISS 計画では、電磁干渉によって機器に誤動作等を引き起こさないよう、電磁波を生じる
側と受ける側の双方に対して規定が設けられている。 
  小型衛星放出機構にもこの規定が適用され、電磁適合性(EMC）試験により、誤動作等の
問題が無いことを確認している。 
 
<関連ﾊｻﾞｰﾄﾞﾚﾎﾟｰﾄ> 
STD-JSSOD-7 電磁干渉による機器の誤作動（8.2 項⑤） 
 

(3)軌道上環境等の保全 
 宇宙空間における不要な人工物体となるものの発生については､合理的に可能な
限り抑制するように考慮すること｡このため原則として､固体の廃棄物及び短期間に
気化しない液体の廃棄物を軌道上に投棄しないこと｡ 

3)軌道上環境等の保全 
 ｽﾍﾟｰｽﾃﾞﾌﾞﾘの発生は ISS に対するﾊｻﾞｰﾄﾞとなるため､JEM は､構成要素･軌道上交換ﾕﾆｯﾄ等の
機器を不意に放出せず､固体の廃棄物及び短期間に気化しない液体の廃棄物を軌道上に投棄し
ないよう設計されている｡ 
 
<関連ﾊｻﾞｰﾄﾞﾚﾎﾟｰﾄ> 
NASDA-1JA/1J-0011 NASDA-2JA-0011 固定されていない機器との衝突(軌道上) 
NASDA-ICS-0011  固定されていない機器との衝突(軌道上) 
 

(3)軌道上環境等の保全 
小型衛星放出機構は、小型衛星を宇宙空間に放出する。そのため、放出する物体は

ISS へ再接近しない軌道へ放出するように設計し、その軌道以外への意図しない放出に対
して 2 重故障許容により設計となっていることを、解析及び試験にて確認した。 

ただし、分離機構の機構/電気故障により衛星が放出されなかった場合、安全な船内へ
の回収のための確認方法として、①搭乗員/地上管制員がキューポラ /ステーションロボッ
トアームからカメラを通して分離機構の状態を確認する②JEMRMS の運用による安全な状
態であること確認する手段も設定されている｡ 

 
<関連ﾊｻﾞｰﾄﾞﾚﾎﾟｰﾄ>  
●JSSOD-02 衛星の ISS/クルーへの衝突（8.3 項(1)） 
●NCR-JAXA-JSSOD-01 分離機構の電気故障（8.3 項(1)） 

 
5.構造 
  JEM の構造は､搭乗員及び搭載機器を宇宙環境から保護するとともに､安全に支
持するため､十分な余裕度をもって設計･開発されなければならない｡ 
 このため､以下のような対策を講じる必要がある｡ 
 

3.構造 
 搭乗員･搭載機器を宇宙環境から保護し､ 安全に支持するため､JEM の構造には､以下のような
対策が講じられている｡ 
 

3.構造 
搭乗員・搭載機器を宇宙環境から保護し､ 安全に支持するため、JEM の搭載機器である

小型衛星放出機構の構造には、以下のような対策が講じられていることを検証している。 

(1)設計 
 不測の事態において一つの構造部材が損傷しても､搭乗員を危険な状態に陥らせ
ないこと｡ 
 また､圧力容器(与圧部(船内実験室)構造体及び補給部与圧区(船内保管室)構造
体を含む｡)は､ﾘｰｸﾋﾞﾌｫｱﾗﾌﾟﾁｬ又は安全寿命設計であること｡ 
 
 
 
 
 
 

(1)設計 
ｱ 構造設計 
 
①飛行荷重 
 打上げ･軌道上･帰還･着陸等の定常運用における全ての荷重ﾓｰﾄﾞに対し十分な剛性･静強度･
疲労強度を持つよう設計され､その結果は解析及び強度試験によって検証され､十分な安全性を
持つことが確認されている｡ 
 
②構造損傷 
 搭乗員の過失等の不測の原因により JEM の構成機器･ﾊﾟﾈﾙ等に構造損傷が生じた場合にも､
JEM･搭乗員が直ちに危険な状態に陥ることのないよう､残りの構造で制限荷重まで耐える設計と
なっている｡ 
 

(1)設計 
ｱ 構造設計 
 具体的な設計内容は(1)剛性・強度の項に示す。 
 
<関連ﾊｻﾞｰﾄﾞﾚﾎﾟｰﾄ>  
JSSOD-01 構造破壊（8.2 項①） 
MPEP-01 構造破壊（8.2 項①） 
STD-JSSOD-2 シール/ベントポートを有する機器の減圧による破壊（8.2 項②） 
STD-MPEP-2 シール/ベントポートを有する機器の減圧による破壊（8.2 項②） 
 

 
 
 

ｲ 圧力容器の設計 
 与圧部(船内実験室)･補給部与圧区(船内保管室)構造を含む圧力容器は､破裂の危険性に対し
十分な安全性を確保するため､次の対応が取られている｡ 

ｲ 圧力容器の設計 
 小型衛星放出機構には圧力容器はなく、該当機能がないため適用外とする。 
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①最大設計圧力(MDP:SMILESmum Design Pressure) 
 JEM は､MDP(ｶﾞｽの漏洩､圧力ﾘﾘｰﾌ機能損失等､圧力上昇の原因として考えられる故障が 2 重
に発生した時の最大の圧力)に安全率を掛けた圧力に対し､必要十分な強度を持たせた設計とさ
れている｡(安全率については(2)剛性･強度参照｡) 
②ﾘｰｸﾋﾞﾌｫｱﾗﾌﾟﾁｬ 
 破壊靱性値の高い材料と運用圧力における適切な応力を選ぶことにより､ﾘｰｸﾋﾞﾌｫｱﾗﾌﾟﾁｬ設計
(容器に許容値を超える長さの亀裂が発生した場合でも､亀裂が貫通してﾘｰｸが発生することで圧
力を下げ､破裂を起こさない設計)としている｡ 
 
<関連ﾊｻﾞｰﾄﾞﾚﾎﾟｰﾄ> 
NASDA-1JA/1J-0006  与圧部(船内実験室)の破裂 
NASDA-1JA/1J-0007 NASDA-2JA-0007  圧力ｼｽﾃﾑの破裂 
NASDA-1JA/1J-0008  負圧による構造破壊 
NASDA-1JA/1J-0010  NASDA-2JA-0010 打上げ/上昇/下降時の荷重による構造破壊 
NASDA-1JA/1J-0024 NASDA-2JA-0024 軌道上での荷重による構造破壊 
 
NASDA-ICS-0007  圧力ｼｽﾃﾑの破裂 
NASDA-ICS-0010  打上げ/上昇/下降時の荷重による構造破壊 
NASDA-0024  軌道上での荷重による構造破壊 
 

 

(2)剛性及び強度 
  ｱ 剛性 
 JEM の構造は､打上げ時及び軌道上において想定される環境条件の下で､有害な
変形を生じないこと｡ 
 また､ｽﾍﾟｰｽｼｬﾄﾙ搭載時に要求される最低振動数要求を満足すること｡ 
   
 
 

(2)剛性･強度 
ｱ 剛性 
①有害な変形の防止 
 JEM には､ｽﾍﾟｰｽｼｬﾄﾙによる打上げ･着陸荷重と ISS のﾘﾌﾞｰｽﾄ､ﾄﾞｯｷﾝｸﾞ等による軌道上荷重が
負荷されるため､運用中の最大荷重に対し､次の剛性を持つよう設計されている｡ 
(ｱ)複合した環境条件の下で､結合部を含め構造物に有害な変形が生じない 
(ｲ)変形によって構体の隣接部品間等の接触･干渉を生じない 
 
②有害な共振の防止 
 打上げ･着陸時､軌道上運用時において､JEM とｽﾍﾟｰｽｼｬﾄﾙ､JEM と ISS 間での共振により､過大
な荷重が加わり､有害な変形･破壊を起こすことのないに設計されている｡ 
 

(2)剛性・強度 
ｱ 剛性 
 小型衛星放出機構には、ISS のリブースト等による軌道上荷重に対しては、十分な剛性を
持つことを解析により確認した。 
なお、HTV との共振に対しては、小型衛星放出機構は HTV に結合されていないため（輸送

用バッグに搭載されて打ち上げられるため）適用外。 
 
 
<関連ﾊｻﾞｰﾄﾞﾚﾎﾟｰﾄ>  
JSSOD-01 構造破壊（8.2 項①） 
MPEP-01 構造破壊（8.2 項①） 
STD-JSSOD-2 シール/ベントポートを有する機器の減圧による破壊（8.2 項②） 
STD-MPEP-2 シール/ベントポートを有する機器の減圧による破壊（8.2 項②） 
 
 

ｲ 静荷重強度 
 JEM の構造は､打上げ時及び軌道上において想定される最大の荷重に対して､十
分な強度を有すること｡ 
  

ｲ 静荷重強度 
 JEMの構造は､JEM飛行運用中の打上げ･着陸荷重､軌道上荷重の中で予想最大荷重である制
限荷重に安全率(降伏･終極安全率)を乗じた降伏･終極荷重に対し､温度等を複合した環境条件
の下で降伏･破壊を生じないよう設計されている｡ 
 

ｲ 静荷重強度 
小型衛星放出機構は、構成品毎に分割して打ち上げられるため、打ち上げ時の静加重の

影響は限定的である。打ち上げ時の静加重の影響は解析により評価を行い、構造強度が十
分な安全余裕を有していることを確認した。また、軌道上静加重に対する構造強度の評価と
して、安全率を降伏 1.25 倍、終極 2.0 倍として解析による検証を行った。 
 
<関連ﾊｻﾞｰﾄﾞﾚﾎﾟｰﾄ>  
JSSOD-01 構造破壊（8.2 項①） 
MPEP-01 構造破壊（8.2 項①） 
STD-JSSOD-2 シール/ベントポートを有する機器の減圧による破壊（8.2 項②） 
STD-MPEP-2 シール/ベントポートを有する機器の減圧による破壊（8.2 項②） 
 

 ｳ 疲労強度 
 JEM の構造は､長期の運用に対して､十分な疲労寿命を有するか､又は疲労寿命
に対する十分な余裕をもって交換できること｡ 

ｳ 疲労強度 ｳ 疲労強度 
 
<関連ﾊｻﾞｰﾄﾞﾚﾎﾟｰﾄ>  
JSSOD-01 構造破壊（8.2 項①） 
MPEP-01 構造破壊（8.2 項①） 
STD-JSSOD-2 シール/ベントポートを有する機器の減圧による破壊（8.2 項②） 
STD-MPEP-2 シール/ベントポートを有する機器の減圧による破壊（8.2 項②） 
 

 ①寿命 
 JEM の計画運用期間は 10 年であるが､運用期間が延長された場合も考慮し､JEM の構造の設
計寿命は､15 年と設定されている｡ 
 JEM の構造には安全寿命設計が適用され､機械的･熱的負荷ｻｲｸﾙに安全率を乗じた負荷ｻｲｸ
ﾙを受けても構造破壊が生じないよう設計されている｡ 
 

①寿命 
 小型衛星放出機構の構造上、寿命管理を要する品目はないことを解析により確認した。 
 

 ②安全率 
ISS 全体に対して寿命安全率 4.0 が共通要求事項であり､JEM にもこの要求事項を適用してい

る｡ 
 
 

②安全率 
小型衛星放出機構に対しては、軌道上運用時に発生する負荷サイクルは微小であるた

め、構造寿命の安全率は適用外とする。 ただし、長期運用中に発生しうる構造材の腐食、
応力腐食割れに対しては、材料選定段階での評価を行い問題のない材料を使用した。 

 ③疲労寿命の確認 
 その破損が､ｽﾍﾟｰｽｼｬﾄﾙ･ISS･JEM･搭乗員に重大な影響を与える JEM の構造要素(ﾌﾗｸﾁｬ･ｸﾘﾃ
ｨｶﾙ･ｱｲﾃﾑ)は､非破壊検査を実施し､欠陥が許容される範囲内であることを確認することとなって
いる｡ 
 

③疲労寿命の確認 
小型衛星放出機構では、その破損が HTV/ISS/JEM/搭乗員に重大な影響を与える構造

要素(ﾌﾗｸﾁｬ･ｸﾘﾃｨｶﾙ･ｱｲﾃﾑ)は有していないため､適用外とする。 

(3)構成材料 
 構成材料については､可燃性､臭気･有害ｶﾞｽ発生､腐食､応力腐食割れ等の特性を
十分考慮して使用すること｡ 
 

(3)構成材料 
 
<関連ﾊｻﾞｰﾄﾞﾚﾎﾟｰﾄ> 
NASDA-1JA/1J-0001 NASDA-2JA-0001 火災 
NASDA-1JA/1J-0003 NASDA-2JA-0003 環境空気汚染 
NASDA-1JA/1J-0007 NASDA-2JA-0007 圧力ｼｽﾃﾑの破裂 

(3)構成材料 
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NASDA-1JA/1J-0010 NASDA-2JA-0010 打上げ/上昇/下降時の荷重による構造破壊 
NASDA-1JA/1J-0024 NASDA-2JA-0024 軌道上での荷重による構造破壊 
 
NASDA-ICS-0001  火災 
NASDA-ICS-0003  環境空気汚染 
NASDA-ICS-0007  圧力ｼｽﾃﾑの破裂 
NASDA-ICS-0010  打上げ/上昇/下降時の荷重による構造破壊 
NASDA-ICS-0024  軌道上での荷重による構造破壊 
 

 

 ｱ 可燃性･ｶﾞｽ発生に対する考慮 
 火災防止､搭乗員の健康障害防止のため､与圧部(船内実験室)内の非金属材料には不燃性･難
燃性で､ｶﾞｽの発生が極めて少ない材料が使用されている｡ 

ｱ 可燃性・ガス発生に対する考慮 
 火災防止、搭乗員の健康障害防止のため、小型衛星放出機構の非金属材料には難燃性
で、ガスの発生が極めて少ない材料が基本的には使用されていることを確認している。これ
は、以下のような ISS 共通の基準に従い選定し、使用されていることを、材料選定時の評
価、組み付け時の検査にて確認している。 
・可燃性：材料レベルでの可燃性試験において規定値以上の可燃伝播が生じない材料（実

績の無い材料は、試験を行い評価している）であるか、機器に搭載された状態で機器筐
体により火炎伝播が防止されてるように使用される材料であること。 

・オフガス：JEM のボリュームを考慮して、各物質ごとに人体に対する許容量以下となるよう
に、非金属材料の使用量を制限するか、機器レベル等でオフガス試験を実施して、ガス発生
量が許容値以下であること。 
・ 電線・ケーブルについては、ISS の要求に従った被覆のされている部品を選定しているこ
とを部品リスト、実機検査により確認した。 
 
   
<関連ﾊｻﾞｰﾄﾞﾚﾎﾟｰﾄ> 
STD-JSSOD-5 火災(可燃性材料の使用)（8.2 項③） 
STD-MPEP-5 火災(可燃性材料の使用)（8.2 項③） 
 
STD-JSSOD-6 環境空気汚染（オフガス）（8.2 項④） 
STD-MPEP-6 環境空気汚染（オフガス）（8.2 項④） 
 
STD-JSSOD-10 電力系の地絡時の過電流による機器損傷  (8.2 項⑦) 
STD-MPEP-10 電力系の地絡時の過電流による機器損傷  (8.2 項⑦) 
 

 ｲ 破壊靱性に対する考慮 
 ﾃﾞﾌﾞﾘの衝突等によって不測の損傷を受けた場合でも致命的破壊に至らないよう､与圧部(船内
実験室)外壁等は高い破壊靱性値を持つ構造部材が使用されている｡ 

ｲ 破壊靱性に対する考慮 
 小型衛星放出機構に対しては該当機能がないため適用外とする。 
 
 

 ｳ その他の材料特性 
 宇宙環境と有人活動という特殊な条件の中で､材料劣化を防止するため､耐腐食性･耐応力腐
食性･耐電食性等を考慮して JEM 構造材料が選定されている｡ 

ｳ その他の材料特性 
 宇宙環境と有人活動という特殊な条件の中で、材料劣化を防止するため、耐腐食性・耐応
力腐食性・耐電食性等を考慮して、過去の実績のある材料から選定するか、適切な表面処
理をすること等の基準に従って、小型衛星放出機構の構造材料が選定されていることを検
査にて確認している。 

 
<関連ﾊｻﾞｰﾄﾞﾚﾎﾟｰﾄ>  
JSSOD-01 構造破壊（8.2 項①） 
MPEP-01 構造破壊（8.2 項①） 
STD-JSSOD-2 シール/ベントポートを有する機器の減圧による破壊（8.2 項②） 
STD-MPEP-2 シール/ベントポートを有する機器の減圧による破壊（8.2 項②） 
 

6.安全･開発保証 
 搭乗員の安全に影響を及ぼすｼｽﾃﾑについては､安全性並びに安全性を確保する
ための信頼性､保全性及び品質保証を十分考慮しなければならない｡このため､以
下のような対策を講じる必要がある｡ 
 

4.安全性･信頼性等 4.安全性・信頼性等 

(1)安全性 
 安全に関わるｼｽﾃﾑについては､適切な故障許容(誤操作を含む｡)を確保すること｡ 
 

(1)安全性 
 ﾊｻﾞｰﾄﾞが､ｼｽﾃﾑ･機器の故障･誤動作や搭乗員の誤操作に起因する場合には､原則としてﾌｫｰﾙ
ﾄﾄﾚﾗﾝｽ(故障許容)設計がとられている｡ 
 
ｱ ﾊｻﾞｰﾄﾞの被害の度合いとﾌｫｰﾙﾄﾄﾚﾗﾝｽ数 
 原則として､各ﾊｻﾞｰﾄﾞの被害の度合いに応じて次のﾌｫｰﾙﾄﾄﾚﾗﾝｽ設計とされている｡ 
 
①ｶﾀｽﾄﾛﾌｨｯｸﾊｻﾞｰﾄﾞ: 
2ﾌｫｰﾙﾄﾄﾚﾗﾝｽ(ｼｽﾃﾑ･機器の故障及び搭乗員の誤操作のいかなる 2 つの組み合わせによっても
搭乗員に対する致命傷を引き起こさない設計) 
②ｸﾘﾃｨｶﾙﾊｻﾞｰﾄﾞ: 
1ﾌｫｰﾙﾄﾄﾚﾗﾝｽ(単一のｼｽﾃﾑ･機器の故障又は誤操作により搭乗員への傷害を引き起こさない設
計) 
 
ｲ 冗長設計とｲﾝﾋﾋﾞｯﾄ設計 
 ﾌｫｰﾙﾄﾄﾚﾗﾝｽ設計として､次の 2 つの手法がとられている｡ 
 ･ある機能の喪失が事故に到る場合       :冗長設計 
 ･ある機能の意図しない動作が事故に到る場合 :ｲﾝﾋﾋﾞｯﾄ設計 
 

(1) 安全性 
小型衛星放出機構は、左記に従い、安全性設計を行った。 

 
 
 

(2)信頼性 
  ｱ ｼｽﾃﾑの独立性 
 安全に関わるｼｽﾃﾑについては､他のｼｽﾃﾑの故障の影響を可能な限り受けないよ
うにすること｡ 

(2)信頼性 
ｱ ｼｽﾃﾑの独立性 
 電力･通信制御･熱制御･環境制御系統等の安全に関わるｼｽﾃﾑは､1 系統が故障した場合でも
他方の 1 系統のみで安全な運用を確保できるよう､各系統が冗長設計(並行運転又は待機冗長)

(2) 信頼性 
ｱ システムの独立性 
 電力系については保護回路を設置し、地絡による過電流が生じても伝搬しない設計として
いる。 
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小型衛星放出機構安全検証結果 

 また､冗長系は､可能な限り互いに分離して配置すること｡ 
   

され､かつ､冗長系の各要素は物理的に独立している｡ 
 
 また､火災･ﾃﾞﾌﾞﾘ衝突等の損傷を想定しても 2 系統が同時に使用不能とならないよう､独立した 2
系統の主要機器は別々のﾗｯｸに装着され､冗長機器の配置･ﾘｿｰｽ経路を分離し､故障の伝搬を
防止するよう設計されている｡ 
 
<関連ﾊｻﾞｰﾄﾞﾚﾎﾟｰﾄ> 
全般 
 

 
 
<関連ﾊｻﾞｰﾄﾞﾚﾎﾟｰﾄ> 
STD-JSSOD-10 電力系の地絡時の過電流による機器損傷  (8.2 項⑦) 
STD-MPEP-10 電力系の地絡時の過電流による機器損傷  (8.2 項⑦) 
 

ｲ 故障検知 
 安全に関わるｼｽﾃﾑの故障は､可能な限り自動的に検知され､地上要員に通報され
るとともに､緊急を要するもの等必要なものは､搭乗員にも通報されること｡ 
  

ｲ 故障検知 
 搭載する JEMｺﾝﾄﾛｰﾙﾌﾟﾛｾｯｻ(JCP)によって､各機器のｾﾝｻ等からのﾃﾞｰﾀを周期的に収集し､
JEM 内の故障を検出･同定して､所定の回復手順を自動的に実行することにより､必要最小限の
JEMｼｽﾃﾑ及び搭乗員の安全性を維持する機能(故障検知･分離･回復(FDIR)機能)を有している｡ 
 
 JCP の周期的診断や各個別制御装置の自己診断によって､処置を要する故障が検知された場
合､故障機器が遮断され又は警告･警報が発せられ､処置が促される｡ 
 
 なお､JCP は自己診断機能を有しており､JCP 自体に処置を要する故障が検知された場合､待機
冗長の JCP を自動的に立ち上げ､切り換える｡ 
 
<関連ﾊｻﾞｰﾄﾞﾚﾎﾟｰﾄ> 
全般 
 

ｲ 故障検知 
小型衛星放出機構は、安全上、故障検知を要する機能を持たない。 

しかし、故障に対する検知手段は確立されており、例えば、分離機構の故障により衛星が
放出されなかったことは、キューポラ / ステーションロボットアームからカメラを通して確認
することができる｡ 

 
 
 

 ｳ 自律性の確保 
 安全に関わるｼｽﾃﾑについては､地上管制が受けられない場合においても搭乗員
の安全を確保すること｡ 
 
 

ｳ 自律性の確保､自動機能に対するｵｰﾊﾞｰﾗｲﾄﾞ 
 地上管制との通信が途絶えた状態で､火災･減圧･汚染等の緊急事態が発生した場合には､軌
道上搭乗員が地上に依存することなく､安全確保の処置を行う必要がある｡ 
 このため､安全に関わる JEMｼｽﾃﾑの自動制御機能は､軌道上の搭乗員､地上要員のいずれか
らのｺﾏﾝﾄﾞによっても安全側への制御を行うこと(ｵｰﾊﾞｰﾗｲﾄﾞ)が可能とされている｡ 
 なお､意図せぬｵｰﾊﾞｰﾗｲﾄﾞ防止のため､ｵｰﾊﾞｰﾗｲﾄﾞｺﾏﾝﾄﾞは､搭乗員による独立な 2 つの動作が
必要とされている｡ 
 
<関連ﾊｻﾞｰﾄﾞﾚﾎﾟｰﾄ> 
全般 
 

ｳ 自律性の確保、自動機能に対するオーバーライド 
 
小型衛星放出機構に対しては、該当機器がないため適用外とする。 

  ｴ 自動機能に対するｵｰﾊﾞｰﾗｲﾄﾞ 
 安全に関わるｼｽﾃﾑの自動機能については､搭乗員及び地上操作によるｵｰﾊﾞｰﾗｲ
ﾄﾞができること｡ 
 

上記に含む 上記に含む 

(3)保全性 
  ｱ 機能中断の防止 
 安全上連続的に運用する必要のあるｼｽﾃﾑは､重要な機能の中断なく保全できるこ
と｡ 
  

(3)保全性 
 ISS の保全作業は､船内活動･船外活動･ﾛﾎﾞｯﾄｱｰﾑ操作により､基本的に軌道上交換ﾕﾆｯﾄ
(ORU)毎に機器･部品の交換が行われる｡ 
 
ｱ 機能中断の防止 
 JEM の安全に関わるｼｽﾃﾑは､冗長構成となっているため､保全時に 1 系統を停止させた場合で
も､他系統で運転を行い､最低限の機能を確保しつつ､保全作業が可能である((2)信頼性参照)｡ 
 
<関連ﾊｻﾞｰﾄﾞﾚﾎﾟｰﾄ> 
全般 

 
 (3) 保全性 
小型衛星放出機構に対しては保全活動は計画されていないため適用外とする。 
 
ア 機能中断の防止 
 小型衛星放出機構に対しては該当機能がないため適用外とする。 
 
 
 

 ｲ 危険防止 
 保全作業については､船外活動の最小化､粉塵等の発生の最小化､流体の放出の
最小化､最適な防護措置等が行われること｡ 
 また､保全に伴う機器の取付け及び取外しは､安全かつ容易にできること｡ 
 

ｲ 危険防止 
①船外活動の最少化 
 搭乗員の船外活動を極力少なくするため､曝露部(船外実験ﾊﾟﾚｯﾄ)上面の機器の保全作業は､
与圧部(船内実験室)内からﾏﾆﾋﾟｭﾚｰﾀを使用したﾛﾎﾞﾃｨｸｽ作業によって行われる｡ 
 

ｲ 危険防止 
① 船外活動の最小化 
 小型衛星放出機構は JEM ロボットアームで小型衛星の放出を行う設計となっている。定期
的な保全を目的とした船外活動は不要な設計となっている。 
 

 
 
 
 

②粉塵等の発生の最少化 
 軌道上での保全作業では､粉塵等を発生する加工作業は行わない計画である｡ 
 

② 粉塵等の発生の最少化 
 小型衛星放出機構は、軌道上での保全作業は計画されていないため、適用外とする。 
 

 
 
 
 

③流体放出の防止 
 保全時の流体の放出防止のため､熱制御系の水ﾙｰﾌﾟ機器等のｲﾝﾀﾌｪｰｽには､ｸｲｯｸﾃﾞｨｽｺﾈｸﾀ
(QD)を使用している｡ 
 

③ 流体放出の防止 
小型衛星放出機構に対しては該当機能がないため適用外とする。 

 
 
 
 
 

④防護措置 
 保全作業時の安全を確保するため､露出表面温度が許容温度を超える箇所にはｶﾊﾞｰ､電気ｺﾈｸ
ﾀへの保護ｷｬｯﾌﾟ､鋭利端部への保護ｶﾊﾞｰ等が設けられている｡ 
 

 
④ 防護措置 
 小型衛星放出機構は、軌道上での保全作業は計画されていないため、適用外とする。 

 ⑤機器取付け及び取外しでの安全 
 ORU が無重力状態でﾊﾝﾄﾞﾚｰﾙ､ｼｰﾄﾄﾗｯｸ､ﾍﾞﾙｸﾛ等を利用して一時的に固定して保管することが
できるなど､保全に伴う機器の取付け･取外しを安全かつ容易にする設計としている｡ 
 ｺﾈｸﾀは､識別､結合･分離操作が容易にでき､誤った挿入･脱着ができない構造となっており､確
実なﾛｯｸ機能を有している｡ 
 ORU 間の連結配管･ﾜｲﾔｰ･ｹｰﾌﾞﾙは､取外し等のために長さに余裕を持たせている｡ 
 
<関連ﾊｻﾞｰﾄﾞﾚﾎﾟｰﾄ> 
NASDA-1JA/1J-0002 水の漏洩 
NASDA-1JA/1J-0003 NASDA-2JA-0003 環境空気汚染 
NASDA-1JA/1J-0011 NASDA-2JA-0011 固定されていない機器との衝突(軌道上) 

⑤ 機器取付け及び取外しでの安全 
 組立て作業については、十分な空間があり、チェックアウト時の電線・ケーブルの取り付
け、取り外し等のために長さ、配置に問題のないことを、図面、実機確認により確認した。 

 船内で行うチェックアウト時に抜き差しを行う電源コネクタには高電圧が印加されないこ
とを確認した。 
 
 
<関連ﾊｻﾞｰﾄﾞﾚﾎﾟｰﾄ> 
STD-JSSOD-9 高温/低温部への接触(8.2 項⑥) 
●MPEP-02 実験プラットフォームの船内回収後の高温/低温部の接触（8.3 項(3)） 
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NASDA-1JA/1J-0016 NASDA-2JA-0016  感電 
NASDA-1JA/1J-0017 NASDA-2JA-0017  接触面温度異常 
 
NASDA-ICS-0002  水の漏洩 
NASDA-ICS-0003  環境空気汚染 
NASDA-ICS-0011  固定されていない機器との衝突(軌道上) 
NASDA-ICS-0016  感電 
NASDA-ICS-0017  接触面温度異常 
 

STD-JSSOD-13 感電(電源コネクタの脱着) (8.2 項⑨) 
 
JSSOD-01 構造破壊(8.2 項①) 
MPEP-01 構造破壊(8.2 項①) 
 
 

 

(4)品質保証 
 安全に関わるｼｽﾃﾑの機能､性能等を確認するため､製造管理及び十分な検証を
行うとともに､その記録を保存すること｡ 
 また､JEM の安全確保に必要なﾃﾞｰﾀは､その効率的蓄積･利用に資するために､問
題報告･是正処置､部品情報､材料･工程情報等についてﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ化を図ること｡ 
 

(4)品質保証 
 安全の要求を含む､機能･性能等を満足していることを確認するため､部品･材料ﾚﾍﾞﾙ､ｺﾝﾎﾟｰﾈﾝ
ﾄﾚﾍﾞﾙ､ｻﾌﾞｼｽﾃﾑﾚﾍﾞﾙ､ｼｽﾃﾑﾚﾍﾞﾙの各段階において､試験･解析･検査･ﾃﾞﾓﾝｽﾄﾚｰｼｮﾝにより十分
な検証が実施されることとなっている｡ 
 また､JEMｼｽﾃﾑの構成品が仕様書の要求に合致していることを確認するため､製造工程が管理
され､製造時に得られたﾃﾞｰﾀを含む製造作業の記録が保存される｡ 
 
  
 
 
 
 
なお､これらのﾃﾞｰﾀのうち､次の安全確保に必要なﾃﾞｰﾀの効率的な蓄積･利用を図るため､ﾃﾞｰﾀﾍﾞ
ｰｽ化を目的として JEM S&PAﾃﾞｰﾀ交換ｼｽﾃﾑ(SPADEｼｽﾃﾑ)が構築されている｡ 
  ･JEM 問題報告及び是正処置ﾃﾞｰﾀ 
  ･JEM 材料及び工程技術ﾃﾞｰﾀ 
  ･JEM 電気､電子､電気機械(EEE)部品ﾃﾞｰﾀ 
  ･JEM FMEA/ｸﾘﾃｨｶﾙｱｲﾃﾑﾘｽﾄ(CIL)ﾃﾞｰﾀ 
  ･JEM ORUﾃﾞｰﾀ 
  ･JEM ﾊｻﾞｰﾄﾞ関連ﾃﾞｰﾀ(ﾊｻﾞｰﾄﾞﾚﾎﾟｰﾄ) 
 

(4) 品質保証 
安全の要求を含む、機能・性能等を満足していることを確認するため、部品・材料レベル、

コンポーネントレベル、サブシステムレベル、システムレベルの各段階において、試験・解
析・検査・デモンストレーションによる検証を実施し、各設計段階において、審査会等を開催
し、各種記録類、解析書、試験データ、評価結果等のエビデンスの確認を通して、検証の妥
当性を確認した。 
 また、小型衛星放出機構システムの構成品が仕様書の要求に合致していることを確認す
るため、製造会社において製造工程が管理され、製造時に得られたデータを含む製造作業
の記録が 小型衛星放出機構の運用期間中保存されている。さらに宇宙航空研究開発機構
では、審査、監査等を行い、製造会社におけるデータ管理等の確認を実施してきた。 
 
 なお、これらのデータのうち、次の安全確保に必要なデータの効率的な蓄積・利用を図るた
め、データベース化を目的として JEM S&PA データ交換システム (SPADE システム)を構築
し、データの入力を行っている。現在、システム品関連として約 1000 件程度のデータがまと
められており、関係者によるデータ検索、閲覧が可能である。 
・デビエーション・ウェイバーリスト 
・材料及び工程技術データ 
・電気、電子、電気機械（ＥＥＥ）部品データ   
・MIUL,MUA データ  
・安全審査議事録、アクションアイテム 
・安全性評価報告書（ハザードレポート） 
・システム SAR（ハザードレポート） 
 

7.人間･機械系設計 
 JEM は､我が国初めての本格的な有人宇宙活動を提供する場であり､安全確保を
図る上で人的要因を十分考慮しなければならない｡このため､以下のような対策を講
じる必要がある｡ 
 

5.人間･機械ｲﾝﾀﾌｪｰｽ設計 5. 人間・機械インタフェース設計 

(1)搭乗員の保護 
 搭乗員が触れる可能性のある部分は､適切な丸みを持たせるとともに､破損しても
破片が飛散しないようにするなど､外傷､火傷､感電等が生じないようにすること｡ 
 また､足部固定具､取っ手等は､荷重に十分耐えられること｡ 
 
 

(1)搭乗員の保護 
構体･機器による外傷･火傷･感電等の傷害から JEM 内の搭乗員を保護するため､以下の対策が
講じられている｡ 
 
<関連ﾊｻﾞｰﾄﾞﾚﾎﾟｰﾄ> 
NASDA-1JA/1J-0013 NASDA-2JA-0013  回転機器への接触又は回転機器破損による破片の

衝突 
NASDA-1JA/1J-0016 NASDA-2JA-0016  感電 
NASDA-1JA/1J-0017 NASDA-2JA-0017 接触面温度異常 
NASDA-1JA/1J-0018 NASDA-2JA-0018 鋭利端部及び突起物 
NASDA-1JA/1J-0019 NASDA-2JA-0019 切断/挟み込み 
NASDA-1JA/1J-0026 NASDA-2JA-0029 不適切な船外活動(EVA)移動支援具 
 
NASDA-ICS-0016  感電 
NASDA-ICS-0017  接触面温度異常 
NASDA-ICS-0018  鋭利端部及び突起物 
NASDA-ICS-0019  切断/挟み込み 
 

(1) 搭乗員の保護 
構体・機器による外傷・火傷・感電等の傷害から JEM 内外の搭乗員を保護するため、以下
の対策を講じた。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

ｱ 外傷の防止 
①回転機器に対する防護 
 ﾌｧﾝ､ﾎﾟﾝﾌﾟ等の回転機器は､ﾊｳｼﾞﾝｸﾞ等により覆い､不意の接触による外傷の防止が図られてい
る｡ 
 また､回転機器自体は､破壊した場合､破片が飛び散らないよう､安全化設計が行われている｡ 
 

ｲ 外傷の防止 
① 回転機器に対する防護  

小型衛星放出機構に使用されているモータ等の回転機器は、搭乗員が不意に接触しない
ように、金属筺体により覆われていることを、設計図面、製造図面、フライトハードウェアの検
査で確認した。また、回転機器が、破壊し飛び散ることが無いことを、使用材料の選定、機能
試験により確認した。 

回転機器の仕様を確認し、運動エネルギが規定値以内であることを確認した。  
 

<関連ﾊｻﾞｰﾄﾞﾚﾎﾟｰﾄ> 
STD-JSSOD-12 回転機器の飛散（8.2 項⑧） 
 

 
 
 
 
 
 

②鋭利端部･突起物に対する防護 
  ISS の要求値に従って､構造･装置の角･鋭利端部に丸みを持たせる等の処置が行われ､性能
の維持等のため取り除けない鋭利端部･突起物にはｶﾊﾞｰ等適切な保護が施されている｡ 
 
 
 
 

 
 
 

② 鋭利端部・突起物に対する防護 
  搭乗員が接触する可能性のある衛生放出機構の構造・装置については、ISS 共通の安全
要求に従って、角・鋭利端部に丸みを持たせる設計が行われており、設計図面、製造図面に
反映され、製造中に発生する可能性のあるバリ等の有無も含めて最終的にフライトハードウ
ェアに対し、目視、触診、R ゲージ等による検査を行い搭乗員に対する保護を確認した。また
保護カバー（ＭＬＩ）が設置されていることを図面、実機検査により確認した。 
上記によることができない部位（親アーム取付型実験プラットフォームとのインターフェイス部
分、フック、カム、ケースのフランジ）についてはクルーがアクセスしないように、クルーによる
アクセスの方法について､搭乗員の手順書へ反映されることを確認した｡ 
 
<関連ﾊｻﾞｰﾄﾞﾚﾎﾟｰﾄ> 
●JSSOD-03 鋭利な端部、突起物への接触（8.3 項(2)） 
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１１ JEM 基本指針(平成 8 年) 【参考】国際宇宙ｽﾃｰｼｮﾝの日本の実験棟(JEM)の安全設計について(報告) 

 (平成 11 年 7 月 7 日) 

小型衛星放出機構安全検証結果 

STD-MPEP-3 鋭利な端部、突起物への接触（8.2 項⑬） 
●NCR-JSSOD-02 接触禁止エリアの設定（鋭利な端部(フックとカム（8.3 項(2)） 
●NCR-JSSOD-03 接触禁止エリアの設定（鋭利な端部(放出面）（8.3 項(2)） 
 

 ③巻き込み･挟み込みに対する防護 
 機器は搭乗員が引っかかることのないような配置･大きさ･形状を考慮した設計とされ､ﾊｯﾁ等搭
乗員が挟まれる可能性のある機構は､警告表示により注意喚起されている｡ 
 さらに､可動部を持つ機器は､不意に稼働しないようにｲﾝﾋﾋﾞｯﾄが設けられているとともに､緊急停
止が可能な設計となっている｡ 
 

 ③ 巻き込み・挟み込みに対する防護 
搭乗員が触れる可能性のある機器については、引っかかることのないように、ISS 共通の

安全要求に従って、穴、すきまに対する設計が行われており、設計図面、製造図面に反映さ
れ、最終的にフライトハードウェアに対する検査を行い搭乗員に対する保護を確認した。 
 上記によることができない部位についてはクルーがアクセスしないように、クルーによるア

クセスの方法について､搭乗員の手順書へ反映されることを確認した｡ 
また、可動部については、不意に稼働しないようインヒビットが設けられていることを確認し

た。 
  
<関連ﾊｻﾞｰﾄﾞﾚﾎﾟｰﾄ> 
STD-JSSOD-17 引っ掛かり、挟み込み（8.2 項⑪） 
STD-MPEP-17 引っ掛かり、挟み込み（8.2 項⑪） 
STD-JSSOD-18 穴、隙間による拘束（8.2 項⑫） 

 
●JSSOD-02 衛星の ISS/クルーへの衝突（8.3 項(1)） 
 

 ｲ 火傷の防止 
 露出部の表面は､火傷や凍傷を生じない温度範囲(与圧区域内にあり連続的な接触のある箇所
の温度は 4℃~45℃)となるように設計され､この温度範囲を超える機器は､ﾗｯｸﾊﾟﾈﾙ､ｸﾛｰｽﾞｱｳﾄﾊﾟ
ﾈﾙ等により直接の接触を防止し､又は警告ﾗﾍﾞﾙにより搭乗員の注意を喚起する｡  
 

ｲ 火傷の防止 
 露出部の表面は、火傷や凍傷を生じない温度範囲（小型衛星放出機構は与圧区域内/船
外にあり連続的な接触のある箇所の温度は許容温度（船内：-18℃～49℃、船外：-118℃～
113℃）か Heat rate が要求値内にあることを熱解析により確認した。さらに船外から船内に
取り込む際は、熱解析結果から得られた冷却時間により軌道上手順書に反映されることを
確認した。 

船外活動(EVA)ｸﾞﾛｰﾌﾞの実力を考慮した要求が設定されておりヒータのオン故障、JEM か
らの電力停止等の故障等の機器故障時の最悪時においても温度要求を逸脱することがな
いことを熱解析及び熱真空試験にて確認した｡ 
実験プラットフォームの船内回収後の接触温度については、船内クルーの接触許容温度範
囲に入るまでの待機時間を解析により把握する（安全検証追跡ログで管理する）。 
<関連ﾊｻﾞｰﾄﾞﾚﾎﾟｰﾄ> 
STD-JSSOD-9 高温/低温部への接触（8.2 項⑥） 
●MPEP-02 実験プラットフォームの船内回収後の高温/低温部の接触（8.3 項(3)） 
 

 ｳ 感電の防止 
 電気設備は､短絡･接続不良等による漏電を防止するため､電力ﾘｰﾄﾞ線･接点･端子･ｺﾝﾃﾞﾝｻ等
の露出を避け､また､電気機器は､感電を防止するための適切なﾎﾞﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ･接地･絶縁が行われて
いる｡ 
 電力ﾗｲﾝのｺﾈｸﾀは､搭乗員による装脱着時の感電等の防止のため､ｺﾈｸﾀ上流に電流遮断機能
をもたせるとともに､ﾋﾟﾝが露出しないﾀｲﾌﾟのｺﾈｸﾀの採用､ｺﾈｸﾀの接地の確保が行われている｡ 
 
船外活動による電力ﾗｲﾝのｺﾈｸﾀは､溶融金属(Molten Metal)の飛散による宇宙服への損傷を防
止する観点から､ｺﾈｸﾀ上流に電流遮断機能をもたせており､軌道上での手順書への遮断手順の
反映を図面､解析､機能試験により確認した｡ｺﾈｸﾀは､上流側にはｿｹｯﾄﾀｲﾌﾟの使用､ｽｸｰﾌﾟﾌﾟﾙｰﾌﾀ
ｲﾌﾟの使用､着脱時にﾋﾟﾝが露出しないようにﾊｳｼﾞﾝｸﾞをもったﾀｲﾌﾟのｺﾈｸﾀの使用､ｺﾈｸﾀの適切な
接地を部品ﾘｽﾄ､図面､実機確認により確認した｡ 
 

ｳ 感電の防止 
 電力ラインについては、短絡・接続不良等による漏電を防止するため、電力リード線・接
点・端子・コンデンサ等が露出していないことを実機検査にて確認した。電線・ケーブルにつ
いては、ISS の要求に従った被覆のされている部品を選定していることを部品リスト、実機検
査により確認したまた、電気機器の接地が行われていることを確認するために、ハードウェ
アに対して絶縁抵抗試験、ボンディング・グランディング抵抗測定を実施した。 
 電力ラインのコネクタは、搭乗員による着脱時の感電防止のため、コネクタ上流に電流遮
断機能をもたせており、軌道上での手順書への遮断手順の反映を図面、解析、機能試験に
より確認した。コネクタは、上流側にはソケットタイプの使用、スクーププルーフタイプの使
用、着脱時にピンが露出しないようにハウジングをもったタイプのコネクタの使用、コネクタの
適切な接地を部品リスト、図面、実機確認により確認した。 
 
<関連ﾊｻﾞｰﾄﾞﾚﾎﾟｰﾄ> 
STD-JSSOD-10 電力系の地絡時の過電流による機器損傷 (8.2 項⑦) 
STD-MPEP-10 電力系の地絡時の過電流による機器損傷 (8.2 項⑦) 
STD-JSSOD-13 感電（32V 未満のコネクタの脱着）(8.2 項⑨)  
 

 ｴ 作業等の安全 
 足部固定具(ﾌｯﾄﾚｽﾄﾚｲﾝﾄ)､取っ手(ﾊﾝﾄﾞﾚｰﾙ)等の移動支援具は､荷重に十分耐えられるように
適切な安全率(1.5)を持った構造設計が行われ､搭乗員の移動･作業場所を考慮した適切な位置
に配置されている｡ 

ｴ 作業等の安全 
 
  小型衛星放出機構に対しては該当機能がないため適用外とする。 
 
  
 

(2)誤操作等の防止 
 安全に関わるｼｽﾃﾑについては､搭乗員の負担を軽減するとともに､誤操作及び操
作忘れの発生を防止するため､可能な限り自動化すること｡ 
 また､JEM の内部装飾､機器の操作手順､視野等については､誤操作等の生じにく
いよう十分配慮すること｡ 
 

(2)誤操作の防止 
 
 
<関連ﾊｻﾞｰﾄﾞﾚﾎﾟｰﾄ> 
全般 

(2) 誤操作の防止 
搭乗員の誤操作及び操作忘れを防止するため、小型衛星放出機構は搭乗員とのインタフェ
ースを十分確保した設計を行った。 

 ｱ 自動化 
 搭乗員の誤操作･操作忘れの防止などのため､JEMRMS(ﾛﾎﾞｯﾄｱｰﾑ)ｺﾝｿｰﾙ電源投入時のｱﾋﾞｵ
ﾆｸｽﾌｧﾝ･煙検知器の自動的始動等､可能な限りの自動化が図られている｡ 
 

ｱ 自動化 
小型衛星放出機構に対しては、該当機能がないため適用外とする。 

 

 ｲ 内部装飾 
 搭乗員の誤認を避けるため､室内の装飾､銘板､ﾗﾍﾞﾙ､ﾏｰｷﾝｸﾞに対し､次のような配慮がなされて
いる｡ 
①JEM の内部装飾全体は､搭乗員に上下左右の方向感覚を持たせるような設計とされている｡ 
②配線束･流体配管は､両端及び 1m(非与圧領域は 5m)間隔でその機能が識別でき､また､ﾊﾞﾙﾌﾞ
の開閉状態が容易に確認できるようにされている｡ 
③ﾃﾞｰﾀ表示･操作手順表示･ﾏｰｷﾝｸﾞは､英語又は国際標準ｼﾝﾎﾞﾙを使用し､日本語等他の言語を
使用する場合には､並記することとされている｡ 
 

ｲ 内部装飾 
小型衛星放出機構は、親アーム先端取付型実験プラットフォームに 2 連装着することが可
能。その際、衛星搭載ケースの設置角は、各々が 1.5°開きを持たせるように設置できる設
計となっている。そして、衛星搭載ケースにはマーキングが施されており、誤組み付けを避け
るための対応が施されている。 
 
<関連ﾊｻﾞｰﾄﾞﾚﾎﾟｰﾄ>  
●JSSOD-02 衛星の ISS/クルーへの衝突（8.3 項(1)）  
 

 ｳ 機器の操作手順 ｳ 機器の操作手順 
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１１ JEM 基本指針(平成 8 年) 【参考】国際宇宙ｽﾃｰｼｮﾝの日本の実験棟(JEM)の安全設計について(報告) 

 (平成 11 年 7 月 7 日) 

小型衛星放出機構安全検証結果 

①ﾊｻﾞｰﾄﾞを発現させる可能性のあるｺﾏﾝﾄﾞ(ﾊｻﾞｰﾀﾞｽ･ｺﾏﾝﾄﾞ)は､搭乗員又は地上要員が安全のた
めの必要条件を満足していることを確認した後､発信されることとなっている｡ 
 
②安全上重要なｼｽﾃﾑ･装置は､独立したｲﾝﾋﾋﾞｯﾄにより保護されている｡ 
 

①ハザーダス・コマンド（ハザード制御に関連するコマンド）については、搭乗員又は地上要
員は安全のための必要条件を満足していることを確認した後、コマンドを発信することを、試
験、手順への反映により確認した。 
②安全上重要なシステム・装置については、独立したインヒビットが設定されていることを、
機能試験により確認した。また、それぞれのインヒビットの確認については、手順に反映され
ることを確認した。 

 
<関連ﾊｻﾞｰﾄﾞﾚﾎﾟｰﾄ>  
●JSSOD-02 衛星の ISS/クルーへの衝突（8.3 項(1)） 
 

 ｴ 視野等 
①JEMRMS(ﾛﾎﾞｯﾄｱｰﾑ)によるﾍﾟｲﾛｰﾄﾞ等の受け渡しは､搭乗員が JEM 与圧部(船内実験室)内の
JEMRMS(ﾛﾎﾞｯﾄｱｰﾑ)ｺﾝｿｰﾙの TVｶﾒﾗ､ﾓﾆﾀを通して確認しながら遠隔操作で行われる｡ 
②搭乗員の作業面では､作業･操作･表示機器確認に支障がないように十分な照明(特に規定が
ない限り､白色光で 108Lux 以上)が確保されている｡ 
 

ｴ 視野等 
 JEMRMS(ﾛﾎﾞｯﾄｱｰﾑ)による衛星放出を行う際、小型衛星放出機構に不具合が生じたとき

は､搭乗員がキューポラ/ステーションロボットアームからカメラを通して分離機構が安全な
状態であること確認する｡その際のカメラからの視認性についても解析にて視認可能である
ことを確認されている。 

 
<関連ﾊｻﾞｰﾄﾞﾚﾎﾟｰﾄ>  
●JSSOD-02 衛星の ISS/クルーへの衝突（8.3 項(1)） 
●NCR-JAXA-JSSOD-01 分離機構の電気故障（8.3 項(1)） 
 
 

(3)共通化 
 安全に関わるｼｽﾃﾑについては､可能な限り国際的に共通化を図ること｡ 
 

(3)共通化 
 ISS 全体の安全に関わる JEM の構成要素(ﾊｰﾄﾞｳｪｱ･ｿﾌﾄｳｪｱ･ｲﾝﾀﾌｪｰｽ)は､ISS 構成要素との間
で共通化(全く同一であること)､標準化(設計標準､設計基準等を適用すること)が図られている｡ 
 
 この共通化･標準化には､次のとおり､特に直接搭乗員の安全に関わる表示･警告･警報の統一､
避難･非常操作･緊急処置等に関わる手順･対応の統一､安全確保の面から重要な保全方法の統
一が重点的に含まれている｡ 
①警告･警報等 
共通化:音声端末､警告･警報ﾊﾟﾈﾙ､ﾗﾍﾞﾙ､ﾏｰｷﾝｸﾞ 
標準化:警報のｸﾗｽ分け 
②火災検知/消火ｼｽﾃﾑ 
共通化:煙ｾﾝｻ､可搬式消火器 
③ﾏﾆﾋﾟｭﾚｰﾀ(ﾛﾎﾞﾃｨｸｽ) 
共通化:親ｱｰﾑの被把持部､把持機構､ﾊﾝﾄﾞｺﾝﾄﾛｰﾗ､ 
ﾗｯﾌﾟﾄｯﾌﾟｺﾝﾋﾟｭｰﾀ(ﾊｰﾄﾞｳｪｱのみ) 
標準化:ﾗｯﾌﾟﾄｯﾌﾟｺﾝﾋﾟｭｰﾀの表示 
④その他 
共通化:ﾊｯﾁ､ﾊﾝﾄﾞﾚｰﾙ､足部固定具､窓組立  等 
標準化:配管･配線等識別用ｼｰﾙ､銘板       等 
 
<関連ﾊｻﾞｰﾄﾞﾚﾎﾟｰﾄ> 
全般 
 

(3) 共通化 
ISS 全体の安全に関わる小型衛星放出機構の構成要素（ハードウェア・ソフトウェア・イン

タフェース）は、原則として ISS 構成要素との間で共通化（全く同一であること）、標準化（設計
標準、設計基準等を適用すること）されていることを確認した。 

 
 
 
 

8.緊急対策 
 火災､減圧､汚染等の異常が発生し､緊急を要するときにおいても､搭乗員の安全に
重大な影響が及ばないようにしなければならない｡このため､以下のような対策を講
じる必要がある｡ 
 

6.緊急対策 
火災･減圧･汚染の発生等の緊急時においても､搭乗員の安全に重大な影響が及ばないようにす
るため､ 
以下の対策が講じられている｡ 

6.緊急対策 

(1)緊急警報 
 緊急警報は､人命に脅威となるような異常を識別でき､安全に退避できるよう十分
早く発信できること｡ 
 また､人命への脅威に関する緊急警報は､異常を発見した搭乗員が警報ﾎﾞﾀﾝ等に
より手動で警報を発出できること｡ 
 
 

(1)緊急警報 
   JEM ではﾜｰｸｽﾃｰｼｮﾝﾗｯｸ及び RMSﾗｯｸの 2 箇所に設置されている ISS 共通の警告･警報ﾊﾟﾈ
ﾙによって､3 段階の緊急度に応じ､Emergency(Class1)､Warning(Class2)又は Caution(Class3)が発
せられる｡ 
  Class 1 である火災･減圧･汚染に対しては､ｾﾝｻ検知による自動起動又は搭乗員若しくは地上
要員による起動が可能であり､各ﾊｻﾞｰﾄﾞに固有の警報音と点滅ﾗｲﾄで､警告･警報を発するｼｽﾃﾑ
となっている｡ 
 
<関連ﾊｻﾞｰﾄﾞﾚﾎﾟｰﾄ> 
NASDA-1JA/1J-0001 NASDA-2JA-0001 火災 
NASDA-1JA/1J-00023  隔離/退避不能 
 

(1)緊急警報 
以下参照 
 
 
 

 
 

 ｱ 火災 
  火災検知区域(RMSﾗｯｸ､実験ﾗｯｸ､空調装置入り口､補給部与圧区(船内保管室)(船内保管室)
循環ﾌｧﾝ出口等)毎に煙ｾﾝｻが配置され､火災発生が検知されると ISS の警告･警報ｼｽﾃﾑに通知
され､ISS 全体に警告･警報が発出される｡ 
  また､消火区画は､区域毎に可搬式消火器による二酸化炭素放出のためのﾎﾟｰﾄが設けられ､
区画に対応した電源遮断及び循環空気停止を可能としている(注)｡ 
 
(注)JEM は､不燃性･難燃性材料の使用による燃焼抑止､適切な太さの電線の選定による過熱防
止､ﾊｰﾒﾁｯｸｼｰﾙﾀｲﾌﾟによる電気的発火防止設計､適切な熱設計･故障検知分離ｼｽﾃﾑの適用に
よる過熱防止設計等により､火災発生のﾘｽｸを最小化した設計となっている｡ 
 

ｱ 火災 
小型衛星放出機構に対しては JEM の火災検知機能に依存しているため適用外である。 
 
   

 （注）(a)不燃性・難燃性材料を使用していることを、材料識別及び使用リスト（MIUL）で確
認した。 
(b)適切なサイズの電線を使用していることを、下記で確認した。 
(i)配線設計（ワイヤサイズ、バンドル数）解析 
(ｉｉ)電力遮断特性試験 

 

 ｲ 減圧 
ｷｬﾋﾞﾝ内の減圧は､ISS 本体により常時監視され､設定圧以下･設定減圧速度以上となると､

ISS 内に警告･警報が発せられ､急速な減圧時には自動的に真空排気系の遮断弁が遮断される｡ 
 

ｲ 減圧 
 小型衛星放出機構に対しては該当機能がないため適用外とする。 

 ｳ 汚染 
JEM のｷｬﾋﾞﾝ内の空気は､ｶﾞｽｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞﾗｲﾝにより ISS 本体の環境監視装置に定期的に送られ

ｳ 汚染 
 小型衛星放出機構に対しては該当機能がないため適用外とする。 
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１１ JEM 基本指針(平成 8 年) 【参考】国際宇宙ｽﾃｰｼｮﾝの日本の実験棟(JEM)の安全設計について(報告) 

 (平成 11 年 7 月 7 日) 

小型衛星放出機構安全検証結果 

て分析･監視され､汚染物質､二酸化炭素･酸素分圧の異常等が検知された場合には､ISS 内に警
告･警報が発せられる｡ 
 

(2)ｱｸｾｽ 
 非常設備､防護具､安全上重要な手順書等は､緊急時においても､搭乗員が容易に
取り出して使用できるように保管すること｡ 
 また､通路は､搭乗員が安全かつ速やかに脱出･避難できること｡ 
 

(2)ｱｸｾｽ 
 
<関連ﾊｻﾞｰﾄﾞﾚﾎﾟｰﾄ> 
全般 

(2)アクセス 

 ｱ 非常設備､防護具 
非常設備として､可搬式消火器が与圧部(船内実験室)2 箇所及び補給部与圧区(船内保管

室)(船内保管室)1 箇所に備えられ､また､防護具として可搬式呼吸器が可搬式消火器使用前に装
着できるように消火器から 91cm 以内に設置され､これらの保管場所は容易に識別できるよう表示
される｡ 
 

ｱ 非常設備、防護具 
 小型衛星放出機構に対しては該当機能がないため適用外とする。 
 
 
 

 ｲ 安全上重要な手順書 
軌道上で必要となる安全上重要な手順書は､軌道上で搭乗員がｱｸｾｽできる電子ﾌｧｲﾙ媒

体､文書として保管･掲示される｡ 
 

ｲ 安全上重要な手順書 
  軌道上で必要となる安全上重要な手順書は、軌道上で搭乗員がアクセスできるよう電子
ファイル媒体、文書として保管・掲示されることになっており、特にタイムクリティカルな手順
書については、決められた場所に置くことになっていることを確認した。 
 

 ｳ 通路 
搭乗員の移動･作業を容易にするため､通路にﾊﾝﾄﾞﾚｰﾙ､ﾌｯﾄﾚｽﾄﾚｲﾝﾄ等が設置される｡ 

また､電源喪失時に備えて､非常用電源による非常灯が設置されるほか､ﾗｯｸの転倒･移動時で
も直径 81cm 以上の通路が確保される構成となっている｡ 
 

ｳ 通路 
  小型衛星放出機構は、JEM エアロックを使って船内外を出し入れする。その際（エアーロ
ック使用時）に避難経路を塞ぐようなことはないことを確認している。 
 また、船外での JEMRMS による放出ポジションへの移設においても曝露機器へ干渉するこ
となく移設が可能であることを確認している。 
 
<関連ﾊｻﾞｰﾄﾞﾚﾎﾟｰﾄ> 
 
STD-JSSOD-16 障害物による退避経路の妨害(8.2 項⑩) 
STD-MPEP-16 障害物による退避経路の妨害(8.2 項⑩) 
STD-MPEP-14 クルー退避時の障害(8.2 項⑭) 
 
 

(3)減圧及び再加圧 
 火災､汚染等の異常が発生した場合には､与圧部(船内実験室)及び補給部与圧区
(船内保管室)(船内保管室)内の空気を排出するため､減圧及び再加圧ができること｡ 
 また､JEM の起動に際し､搭乗員の JEM への移乗前に安全の確認ができること｡ 
 
 

(3)減圧･再加圧 
JEM に火災･汚染等の異常が発生した場合には､ﾊｯﾁ等を閉鎖して､ISS 本体から隔離した後､ｷｬ
ﾋﾞﾝ空気を排気弁により宇宙空間に排出して減圧し､続いて､均圧弁を開くことにより､ISS 本体のｷ
ｬﾋﾞﾝ空気を取り込んで､再加圧できるよう設計されている｡ 
また､JEMの起動･再起動に際しては､搭乗員がJEM内に移乗する前に､ISS本体側から電力供給
系･水ﾙｰﾌﾟ･JCP･ｼｽﾃﾑﾈｯﾄﾜｰｸ･空気調和装置･ﾓｼﾞｭｰﾙ間通風換気(IMV)･火災検知系･ｶﾞｽｻﾝﾌﾟﾘ
ﾝｸﾞﾗｲﾝ･警告･警報ﾊﾟﾈﾙ等与圧環境の安全の確保に必要な最小限の機能を立ち上げることので
きるｼｽﾃﾑ構成となっている｡ 
 
<関連ﾊｻﾞｰﾄﾞﾚﾎﾟｰﾄ> 
NASDA-1JA/1J-0005  減圧 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(3)減圧・再加圧     
小型衛星放出機構に対しては該当機能がないため適用外とする。 
（減圧時の手順は ISS 共通手順による） 

 
 
 

 
   

9.安全確保体制 
JEM の安全確保に関わる活動については､開発及び運用の担当部門から独立した
部門においても行うこと｡ 
 また､安全上のあらゆる問題点について､開発及び運用の責任者まで報告される
体制を確立すること｡ 
 さらに､JEM の開発及び運用に携わる者への安全教育･訓練を実施するとともに､
安全確保に係る事項の周知徹底を図ること｡ 
 

7.安全確保体制 
 安全･開発保証活動のための体制については､JEM の開発･利用･運用の担当である JEMﾌﾟﾛｼﾞｪ
ｸﾄﾁｰﾑ等から独立した安全･開発保証部門である｢宇宙ｽﾃｰｼｮﾝ安全･信頼性管理室｣において､
方針･要求事項の設定､その履行状況の評価､必要な勧告が行われている｡ 
 また､安全上の問題については､開発･運用の責任者まで報告･検討される体制が確立されてい
る｡ 
  さらに､JAXA において､JEM の開発･運用に携わる者への安全教育･訓練が実施されるととも
に､安全確保に係る事項の周知徹底が図られている｡ 

７．安全確保体制 
安全･開発保証活動のための体制については､装置開発である JEM 運用技術センターから
独立した安全･開発保証部門である｢有人システム安全ミッション保証室｣において､方針･要
求事項の設定､その履行状況の評価､必要な勧告が行われている｡ 
 また､安全上の問題については､開発･運用の責任者まで報告･検討される体制が確立さ
れている｡ 
  さらに､JAXA において､装置の開発･運用に携わる者への安全教育･訓練が実施されると
ともに､安全確保に係る事項の周知徹底が図られている｡ 
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付表-２ 
 

JAXA有人安全審査会で審査したJ-SSODおよびMPEP 
ハザードレポート 
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付表-２ JAXA有人安全審査会で審査したJ-SSODハザードレポート 

ハザード内容 
該非 

J-SSOD MPEP 

1 打上げ荷重による構造破壊 ユニークHR(JSSOD-01)により評価 ユニークHR(MPEP-01)により評価 

2 シールまたはベントポートを有する機器の減圧による破損 該当 該当 

3 シャープエッジ ユニークHR(JSSOD-03）により評価 該当 

4 ガラス破損 該当なし 該当なし 
5 火災（可燃性物質の使用) 該当 該当 
6 船内空気の汚染（使用材料からのオフガス） 該当 該当 
7 電磁適合性 該当 該当なし 
8 電池の破裂/漏えい 該当なし 該当なし 
9 高温部/低温部への接触 該当 ユニークHR(MPEP-02)により評価 
10 電力系の損傷 該当 該当 
11 発火源の有無 該当なし 該当なし 
12 回転機器の破損 該当 該当なし 
13 電力コネクタ着脱時の感電 該当 該当なし 
14 クルー退避時の障害 該当なし 該当 
15 騒音 該当なし 該当なし 
16 障害物による退避経路の妨害 該当 該当 
17 挟み込み 該当 該当 
18 隙間によるひっかかり 該当 該当なし 
19 電離放射線 該当なし 該当なし 

【標準ハザードレポート】  

【ユニークハザードレポート】   
ハザード内容 

1 打上げ荷重および軌道上荷重による構造破壊（JSSOD-01） 

2 衛星のISS/クルーへの衝突(JSSOD-02) 

3 シャープエッジ部に対する接触禁止エリアの設定(JSSOD-03)   

4 打上げ荷重および軌道上荷重による構造破壊（MPEP-01）  

5 実験プラットフォームの船内回収後の高温/低温部への接触（MPEP-02)   

MPEP：Multi-Purpose Experiment Platform（親アーム先端取付型実験プラットフォーム) 
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小型衛星で識別されるハザードレポート 
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付表-３ 小型衛星で識別されるハザードレポート 

標準ハザード 該非 

1 打上げ荷重による構造破壊（輸送用バッグにて打ち上げられるものが対象) 該当なし（ユニークHRで評価) 

2 シールを有する圧力機器の破損 該当なし 
3 ベントポートを有する機器の破損 該当 
4 鋭利端部への接触、挟み込み 該当 
5 ガラス破損 該当 

6 火災（可燃性物質の使用) 該当 

7 船内空気の汚染（使用材料からのオフガス） 該当 
8 電磁適合性 該当なし 
9 電池の破裂/漏えい 該当 
10 高/低温部への接触 該当なし 

11 電力系の損傷 該当なし 

12 発火源の有無（シャトルで打ち上げられるもの） 該当なし 

13 回転機器（循環ポンプ、ファン）の破損 該当 

14 電力コネクタ着脱時の感電 該当なし 

15 クルー退避時の障害 該当なし 

16 船内空気の汚染 該当なし 

ユニークハザード 

1 放出機構の衛星搭載ケース内での衛星の構造破壊 

2 放出機構の衛星搭載ケース内での衛星の不意な展開（インヒビットによる制御） 
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小型衛星に対する検証計画 
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付表-４ 小型衛星に関する検証計画 (1/2) 

標準ハザード 検証方法 

1 ベントポートを有する機器の破損 • 構造解析、減圧解析、差圧解析 
2 鋭利端部への接触、挟み込み • 図面検査、現品検査 
3 ガラス破損 • 振動試験 

4 火災（可燃性物質の使用) • 材料識別使用リストの承認 

5 船内空気の汚染（使用材料からのオフガス） • オフガス試験 
6 電池の破裂/漏えい • 減圧試験、電池評価シートのNASA承認結果の確認 
7 回転機器の破損 • 図面検査、エネルギ解析 

ユニークハザード  
1 放出機構の衛星搭載ケース内での衛星の構造破壊 • 構造解析、振動試験、フラクチャコントロール解析 
2 放出機構の衛星搭載ケース内での衛星の不意な展開 • 機能試験 

安全検証計画 
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付表-４ 小型衛星に関する検証計画 (2/2) 

内容 要求内容 検証方法 

機械インタ
フェース 

• 寸法要求（衛星サイズは1U、2U、または3Uであること） • 現品検査 

• レールに関する要求（レール幅、レール荒さ等） • 現品検査 

• エンベロープに関する要求  • 現品検査 

• 質量特性、弾道係数に関する要求(1Uあたり1.33kg以下。弾道経緯数100 kg/m2以下) • 質量計測、解析 

• 構造材料  • 材料証明書の検査 

• 指定するセパレーションスプリング（衛星間に装着する放出後の衝突防止用スプリング)を設置
すること。 

• 現品検査 

• 軌道上でクルーがアクセスするものは、アクセス窓側に設置すること。 • 図面検査、現品検査 

• 強度要求 • 構造解析、振動試験 

電気的イ
ンタフェー
ス 

• ディプロイメントスイッチ（衛星搭載ケースへの収納状態での衛星の動作防止スイッチ）を設置す
ること • 機能試験、現品検査 

• RBF(Remove Before Flight)ピン（衛星搭載ケース収納後に軌道上で電源インヒビットを外すため
のピン）の設置すること。 • 機能試験、現品検査 

• ボンディングポイントを設置すること。（きぼう船内でチェックアウトを行う衛星のみ適用) • 現品検査 

運用要求 • 衛星搭載ケースへの収納後、放出迄には最大1年を想定すること。 • 解析 

• 衛星は、原則、地上での衛星搭載ケースへの収納後、起動、保全等は計画しないこと。 • 運用解析 

• 衛星の「きぼう」への打ち上げおよび「きぼう」からの放出は、コールドロンチ(非通電状態)とする。
衛星搭載ケースへの収納から放出までの間、衛星は非稼働状態であること。 • 運用解析 

• アンテナなどの展開機構は、衛星の放出から30分経過するまで動作させないこと。 • 運用解析 

• アンテナからの電波放射は、衛星の放出から30分経過するまで動作させないこと。 • 運用解析 

• 衛星に備えられる無線装置が特定の周波数帯の電波を用いて送受信する際に、当該電波が他
の電気システムとの間で相互に影響を及ぼさないことを保障するため、NASAに対し当該電波を
使用することの承認必要がある。申請は、別途、JAXA経由で実施するため、必要な情報を
JAXAに提示すること。 

• 周波数使用許可申請 

• 衛星の構成部品等は、打ち上げ、放出および運用中を通して、分離しないこと。また、軌道上で
の爆発・破砕を起こさないこと。 • 図面検査、現品確認 

• 大気圏突入までの軌道周回寿命が25年以下であること • 軌道寿命解析 

インタフェース要求検証計画 
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付図-１ 
 

安全設計の流れ 
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付図-1 安全設計の流れ* 
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① FTA(故障の木解析)  
・ISSの喪失/搭乗員喪失/ｽﾍﾟｰｽｼｬﾄﾙ 
喪失につながるﾊｻﾞｰﾄﾞを複合要因 
も含めて識別する 
 

対象システムの 
分析 

ハザードの識別 ハザード原因 
の除去・制御 

ハザード制御 
方法の検証 

①ハザードの被害の度合い 
・ｶﾀｽﾄﾛﾌｨｯｸﾊｻﾞｰﾄﾞ 
・ｸﾘﾃｨｶﾙﾊｻﾞｰﾄﾞ 

②発生頻度 

①安全要求 
②ﾐｯｼｮﾝ要求 
③環境条件 
④ｲﾝﾀﾌｪｰｽF要求 等 

①ハザードを除去する設計 
②最小化する設計 
③制御する設計 
④安全装置の使用 
⑤保護装置 
⑥警報 
⑦手順 
⑧ハザード制御の検証方法 

要求 

制御方法 

 
①故障許容設計 
・機器の故障あるいは操作ミスが起きても、
危険には至らない設計 

・ｶﾀｽﾄﾛﾌｨｯｸ:2故障許容設計 
・ｸﾘﾃｨｶﾙ:1故障許容設計 

②リスク最小化設計 
・故障許容設計による制御が合理的でない
場合、ISS設計基準に従って設計(例:構造、
圧力配管、可燃性) 

設計 

ハザード原因 
の抽出 

フェーズ０/１ 
 

フェーズ２ フェーズ３ 

② FMEA(故障ﾓｰﾄﾞ影響解析) 
・装置・部品の故障によって生じる影響(ﾊｻﾞｰﾄﾞもあればこれを含む)を識別 

・各ﾊｻﾞｰﾄﾞに対する原因を抽出
する 

手法 

③ 2FTマトリクス 
・1ﾊｻﾞｰﾄﾞに対して複数の
故障要因がある場合、全
ての2故障ｹｰｽの影響を
調べる（例：冷却ｼｽﾃﾑの
最大発生圧力解析、構
造体表面の最大温度解
析） 

個々のハザードに対する原
因 

 
ハザード検証 
ステータス 

検証方法 

ハザードレポート記載内容 

*平成20年9月16日第2回安全部会にて報告。 

検証結果 
 

ハザード原因 識別 
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付図-２ 
 

J-SSODおよびMPEP ハザードFTA 
 
 
 

付-21 
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付図-2 J-SSODおよびMPEPハザード FTA 

付-22 

クルー/ISS/H－IIB/HTVの喪失 

H-IIB/HTVの喪失 

ISSの喪失 

高温/低温部への接触温度  

電力系の損傷(地絡による感電)  

8.2項② 

8.2項⑬，8.3項(2) 

8.2項④ 

8.2項⑦ 

8.2項⑥ 

電磁干渉によるISS機器の損傷  

電力系の損傷(過電流による機器損傷)  8.2項⑦ 

8.2項⑩ 

構造破壊 

火災（可燃性材料の使用） 

構造破壊 

回転機器の飛散  

シール/ベント機器の減圧破壊  

引っ掛かり、挟み込み 

構造破壊  

シール/ベント機器の減圧破壊  

8.2項①  

8.2項⑧ 

8.2項③ 

8.2項① 

8.2項① 

8.2項⑪ 

衛星のISS/クルーへの衝突 

火災（可燃性材料の使用） 8.2項③ 

8.2項② 

8.3項⑤ 

オフガス 

8.2項⑨ 

衛星のISS/クルーへの衝突 8.3項 (1) 

退避経路の阻害 

8.3項 (1) 

感電（電源コネクタの脱着） 

鋭利な端部による船内/船外活動員の損傷 

8.2項 ⑫ 穴、隙間による拘束 

クルー退避時の障害 8.4項 ⑭ 

クルーの喪失 


	�国際宇宙ステ－ションの日本実験棟「きぼう」 (JEM） �小型衛星放出機構（J-SSOD）の安全検証結果について�
	目　次
	１．はじめに
	２．経緯
	３．宇宙開発委員会における安全審議状況
	４．安全審査体制 
	５. 安全解析の方法 (1/2)
	５．安全解析の方法 (2/2)
	６．JAXA及びNASAにおける審査経緯 
	７．ハザード制御の有効性の確認
	８．安全設計・検証結果�8.1 基本指針に対するハザードの分類
	８．安全設計・検証結果�表8-1 基本指針に対するハザード制御方法の分類
	８．安全設計・検証結果�表8-1 基本指針に対するハザード制御方法の分類
	８．安全設計・検証結果�8.2 ISS共通の制御方法の適用とその検証結果
	８．安全設計・検証結果�8.2 ISS共通の制御方法の適用とその検証結果
	８．安全設計・検証結果�8.2 ISS共通の制御方法の適用とその検証結果
	８．安全設計・検証結果�8.2 ISS共通の制御方法の適用とその検証結果
	スライド番号 18
	スライド番号 19
	スライド番号 20
	スライド番号 21
	スライド番号 22
	スライド番号 23
	8.3 J-SSODおよびMPEPに特徴的な制御方法により検証した事項�(3)実験プラットフォームの船内回収後の高温/低温部への接触
	９．運用への準備等 
	１０．結論
	１１．小型衛星に対する安全検証の確認について
	付表-１��基本指針に対する全体設計・検証結果���
	付表-２��JAXA有人安全審査会で審査したJ-SSODおよびMPEP�ハザードレポート��
	スライド番号 30
	付表-３��小型衛星で識別されるハザードレポート��
	スライド番号 32
	付表-４��小型衛星に対する検証計画��
	スライド番号 34
	スライド番号 35
	付図-１��安全設計の流れ�
	スライド番号 37
	付図-２��J-SSODおよびMPEP ハザードFTA���
	スライド番号 39



